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第９日目（９月１３日） 

○議   長（松原良道君）  おはようございます。延会前に引き続き本会議を再開いた

します。ただいまの出席議員数は３０名であります。 

○議   長  これから本日の会議を開きます。 

 なお、企画情報課長、公務出張のため１１時頃まで遅刻。課長補佐が代理出席。建設課長、

葬儀のため欠席。大和病院庶務課長、公務のため１時間ほど遅刻。以上の届出が出ておりま

すのでこれを許します。 

（午前９時３０分） 

○議   長  本日の日程は配付のとおりといたします。日程第１、一般質問を続行いた

します。 

質問順位１７番、議席番号９番・遠山力君。 

○遠山 力君  皆さんおはようございます。本日もどうぞよろしくお願いいたします。そ

れでは通告によりまして２点質問いたします。 

１ 市をあげてゴミ「０」を目指せ 

７月の半ばのことでした。私の畑に行く道の端にゴミの一塊が置いてありました。仮置き

かなと思って２～３日様子を見たのですがなくなりません。付近の方の苦情もありまして、

市の環境課に通報し、片付けてもらいました。何でもかんでも市がしてくれる。大変ありが

たいことですが、たった一塊のゴミのために一丁前の市の職員が市の車を使って、何時間も

かけて数十円の袋のために何千円近くの市のお金が費やされています。環境課の担当者に聞

きましたら、ゴミの放置の通報とか苦情とかは大変たくさん来ておりまして、ややもすると

机に座っている暇もないくらいだということであります。 

かの国道１７号線バイパスのひまわり畑の草刈をしますと、レジ袋にちょうどよいくらい

のゴミが集まります。その他に犬のお土産と思われるものがあちこちに見受けられます。こ

れは拾って帰りません。犬の散歩のとき、水とそれから袋を持って歩く方が大分増えてまい

りました。しかしながら、まだ残念ながらあちこちにお土産がちらばっていることもまた確

かでございます。 

こんなことがいつまで続くのでしょうか。なんとかならないのでしょうか。９月６日の新

聞で新潟市の実情が載っておりました。どこも同じような悩みをもっているのだなと感じま

した。市民の協力を得て、不法投棄を許さない雰囲気づくりも大切だ、とコメントされてい

ました。私有地になりますと、ただそこに置いてあるだけかも知れませんので手が出せませ

ん。また一部地主の土地だけを市の経費できれいにするというのにも問題があります。 

いろいろと難しいところはあるかと思いますが、ただ現状のままで百年河清を待ち、いつ

までもいたちごっこをしていてもいいのでしょうか。どのようなことをしたらゴミやお土産

げのない街ができるのか、したいのか。市長のお考えを伺います。 

２ 新エネルギーを活かそう 

次に新エネルギーの推進に一歩踏み出せということで伺います。ガソリンの値段が１５０
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円をうかがっています。灯油もどんどん値上がりがしています。この冬は大変心配でありま

す。いかに値上がりしようとも、私たちはこれを買わないわけにはいきません。石油類症候

群、石油依存症候群にどっぷりと浸ってしまっています。そこへもってきて、今回の値上が

りにつきましては、高止まりするだろうという分析もあります。 

市はこの２月に新エネルギービジョンを策定しました。まことに時宜を得たものと考えま

す。私はそのなかのいくつかの方策の中で、木質ペレットストーブ、ボイラー、これの活用

推進を図ることを提案するものです。木質ペレットは雑木や間伐材、製材くず等を原料とし

ますので、環境、地球温暖化ガスの増加にはつながりません。木として成長するとき吸収し

た炭酸ガスと相殺するので、プラスマイナスゼロなんだそうです。 

市の環境基本条例第１３条にいう資源の循環型利用、エネルギーの有効利用に該当する有

望な施策であると考えています。ちなみに１トンのペレットのエネルギーは灯油４８３リッ

トルに該当して、約１.２３トンの炭酸ガスを削減すると言われています。とは言いますが、

このエネルギーの循環を我が市で完結するためには、ペレット製造機を導入し、原料をただ、

もしくは安価で調達し、そして相当程度の売り上げ量をしなければなりません。 

市の財政が大変苦しいことは承知しています。しかし、先んずれば地域を制す。近隣中越

地区あたり全体を市場に巻き込むという心いきで、ぜひ前向きに検討していただきたいと思

うものでありますが、いかがでしょうか。以上であります。 

○市   長  おはようございます。一般質問も最終日でありますが、気合いを入れなお

して答弁をさせていただきますので、よろしくお願いいたします。遠山議員の質問にお答え

いたします。 

１ 市をあげてゴミ「０」を目指せ 

ゴミゼロを目指せということであります。ご承知だと思いますけれども、不法投棄につき

ましては産廃から家庭の一般ゴミ、様々でありますけれども、生活認識の変化といいますか、

生活マナーの変化といいますか、これが大変大きく影響しているのであろうと思われるとこ

ろであります。産業廃棄物につきましては、保健所、あるいは警察、これらと協力して対応

することもありますけれども、一般家庭ゴミについては、いまほど触れましたように、究極

的にはマナーの問題、意識の問題ということであります。 

すべて悪いとは申し上げませんけれども、この辺でも若干見かけますが若い皆さん方が―

―もう若い皆さんばかりではないかもわかりませんけれども――歩きながら食べ歩くという

姿をよく見かけるわけであります。我々が子供の頃はなかなかそういうことはあり得ないと

いいますか、食べ物を歩きながら食べるなどということは、親にも注意されましたし、当然

社会風潮の中でそういうことはなかったわけです。けれども今は、若い人を中心にこういう

ことが当然、という光景をよく見かけるわけであります。 

この感覚、こういうものがまたポイ捨てやそういうことにつながっているのかもわかりま

せんけれども。いずれにいたしましても、市民といいますか皆さん方のマナーの問題であり

ますから、小さいときからやはりそういう教育をきちんと家庭の中でしていかなければ、な
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かなか簡単には解決できないのだろうと思っております。 

市の対応ですけれども、市の職員が率先してゴミゼロになるような方法を考えなければな

らない。そのためには自ら行動しなければならないということであります。例えば通勤中に

道路、施設周辺のゴミを見かけた場合は拾うとか、職務中の公用車の中にもゴミ袋を積んで

おいて、ゴミを見つけたらすぐ拾うとか。そういう小さなこと、細かいことから対応してい

かなければならないと思います。そしてやはり市民全員を巻き込んで、地域社会全体の中で

そういう動きをしていかなければ、なかなかこのことは解決しないということだと思ってお

ります。 

市内では一斉に美化清掃活動というのをやっております。六日町・塩沢地区が５月７日で

しょうか、そして大和が４月２９日と７月２９日にそうしてやっていただいているわけであ

りますが、これにまた参加をしていただく皆さんも固定化しているのかもわかりません。な

かなか捨てていこうという皆さん方は、そういうところに参加しないというところが非常に

多く見受けられると思うのです。これは調べてあるわけではありませんのでわかりませんが、

とにかく地道にきちんと訴えていく。そして市の職員も含めて、私たちが率先して行動して

いくということを積み重ねていく以外になかなか方法がない。啓蒙は一生懸命やります。啓

蒙は一生懸命やりますけれども、そういうことを実践していくということが第一歩だと思っ

ております。 

環境保全指導員、これを一応２４名任命してございまして、４月から１１月の間に不法投

棄、野焼き、水質汚濁、騒音、悪臭これらの監視や指導を行っております。また月１回程度

の巡回を行っているところであります。野焼きについても去年、一昨年でしたか、区長会で

申し上げましたが、生の杉の枝を燃して、凄い煙を立ててやっている。こういうこともなか

なか本人に注意しづらいということで、ある区長さん方から市の方でとにかく区長会を通じ

て話しをしてくれという話でありまして、それはお願いしたところでありますけれども。ま

だ何かあちこちで大きなといいますか、煙の立っているところをよく見かけますけれども。 

こういうことをしていただかないように、キャンペーンを張ったりいろいろ地味にやって

いくということ以外に、今のところ対応策は見つかりませんが、冒頭触れましたように、ま

ず市議、職員、そういう皆さん方から率先してゴミゼロ、きれいな環境を作る、そういうこ

とに努力をしていただくということだと思っております。具体的にこうすればゼロになると

いう方法は今のところ見つかりません。遠山議員も常々こういうことをおっしゃっておりま

すので、どうかまた市民の皆さんにもそれを訴えていっていただければありがたいと思って

おります。 

２ 新エネルギーを活かそう 

木質ペレットストーブの件であります。これは昨年度策定をいたしました「南魚沼市新地

域エネルギービジョン」この中で従来のように、石油やそういう化石燃料に大きく依存した

状況から、地域が持つ自然や特性を生かした「新エネルギー」活用への転換が、課題解決の

ために地域ができる大きな一歩だというふうにとらえているところであります。 
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この中で、木質ペレットストーブ・ボイラーの導入推進は、まず市の施設や福祉関係施設、

あるいはＪＡの施設に導入して、その後啓蒙普及活動を図った上で民間への導入を促すとい

う手順でとらえているところであります。 

現在ある市の施設や福祉関連施設にペレットストーブ・ボイラーを設置することは、躯体

の改造等の経費を大きく伴う部分がありますので、基本的には施設の新築、あるいは大規模

改修、こういうときに導入していければいいのかなと思っております。 

問題点といたしましては、ペレット製品は地域では今、生産しておりませんので、購入が

容易ではないということであります。今、購入可能なペレットは長野県、埼玉県、福島県等

で生産されたものがほとんどでありまして、これを購入して燃やすだけでは新エネルギーの

導入という点において、ちょっと不十分だと。 

そこで私どもの地域でも造林、あるいは間伐材、これらの公共事業等で発生する伐採木を

地元で加工しペレットを製造・供給する体制、この整備が整わなければなかなかこれは導入

に至らないということであります。これをやるとすれば森林組合での導入が一番現実的だと

思っております。 

導入にあたりましては、農水省、これはバイオマスの環づくり交付金、それから林野庁の

強い林業・木材産業づくり交付金等についての補助金がありますし、それから採算面での検

討も行っていかなければならないところであります。いずれにいたしましても、導入事業者、

これは森林組合でありますけれども、なかなか市でこの事業を行うということには至らない

と思いますが。森林組合の意向が最優先でありますので、この考えを聞く中で市と森林組合

との協力体制を確立して、導入に向けて対応を図ってみたいと思っております。 

以前から森林組合には、この木質ペレットの製造を、いわゆる間伐材やそういうことの利

用ということも含めてどうだという話しはしてはありますが、なかなか合併協議等でそのこ

とが進まなかったわけであります。ここで合併も一段落いたしまして、南魚沼地区、ひとつ

の森林組合になったわけですので、また改めてそのことの話し合いに入りたいというふうに

考えておりますので、よろしくお願いいたします。以上であります。 

○遠山 力君  １ 市をあげてゴミ「０」を目指せ 

ゴミのことにつきましては、確かに歩きながら食うとか、歩きながら飲むとかそういう風

潮になったことは大きいと思います。ですが、捨てていいということはないわけであります

ので、長い目で見ればこういうものは教育の力の成果もあるのかなという気がいたします。

と言いますのは、小学校、中学校の頃、公徳心と言いますか社会のルールを守る、そういう

ことをどういうふうに教えてきているか、それをひとつ伺います。 

それから大人でありますが、大の大人がそんなことをしているから、子供が真似するとい

うところもありますけれども、大人については、今さら集めて教育するわけにはまいりませ

ん。そうしますと、飴玉とムチということになりますけれども、今、市長がおっしゃったよ

うに市の職員が率先して自分でゴミ袋を持って歩いて、公務の最中とか通勤のときに拾って

いただくのは大変結構なのですけれども、全体的にということになりますとやはり環境美化
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条例とか、あるいはポイ捨て禁止条例とかそういうものを罰則付きで決めて。これは罰則付

きで決めたからどれほど効くかということはないのですけれども、我が市にはそういうもの

があるのだぞ、ということで市民の皆さんも意識が変わってくるかも知れません。 

市民の皆さん、皆がどうのこうのというのではなくて、通告書に書いてありましたように、

市民の皆さんだって心配し、どうしたらいいだろうと思っている方も多いわけです。そうい

うことも必要かと思いますが、いかがでしょうか。 

それから今度は、保全指導員という方はおいでなのですけれども、環境美化ボランティア

といいますかそういう方を育てあげて、その方たちに対しては飴玉ということはできなわけ

ですので、そうしたらその方たち用の回収袋みたいなものができると、それはもちろん持っ

て帰って自分の家のゴミ袋に入れて出してもいいのですけれども、そういうものを預かった

ということになると意識が変わってきて、そこらに落ちているゴミを拾おうかな、というふ

うにもなるのではないかなというような気もします。そういうものはいかがでしょうか。 

それから環境の一斉にきれいにするというのを、私の感じでは余川などでは年に１回、雪

の消えたときに一斉にしております。これは非常に参加率もいいし、一旦非常にきれいにな

ります。これをやはりもう２回くらい、お祭りの前と盆の前くらいなどにすれば意識もよく

なってくるのではないかなと思いまして、そこら辺のお考えを伺います。 

○市   長  １ 市をあげてゴミ「０」を目指せ 

学校教育面でのその部分どうなっているかというのは後ほど教育長に答えさせます。 

条例等を制定してはどうかということであります。今、私のその基本的な考え方でありま

すが、実はシートベルトもなかなか定着しないで、法律で制定をされたわけでありますし、

今度は自分の健康を守るという部分でも、法律の中で個人個人の自分の健康を守ることへの

義務付け的な部分が明記をされております。全般的にマナーやそういう部分を法律で縛って

いかなければそれが実践できないという社会と言いますか、国民性と言いますか、そういう

ことについて、私は常々疑問をもっておりまして、普通に考えれば普通のことを、いちいち

全部、法律や条令で縛らなければならないのかという、そういう部分に非常にまだ私が抵抗

があります。 

しかし、現実はなかなか理想と程遠い部分がありますので、これからちょっと状況を勘案

ながらそういうことを制定しなければならないということになれば、これはもう美化条例で

もポイ捨て禁止条例でも作って、そういうことを徹底していかなければならないと思ってお

りますが、この部分については若干時間の猶予をいただきたいと思っております。 

それから環境保全指導員に袋をどうとかという、それは課長に答弁させます。 

○環境課長  １ 市をあげてゴミ「０」を目指せ 

ボランティアの方に袋を、ということでありますが、ひとつの方法だと思っていますので

今後、検討してみたいというふうに思っています。それから環境美化の日につきましても、

今後、検討していきたいというふうに思っております。 

○教 育 長  １ 市をあげてゴミ「０」を目指せ 
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小中学校で公徳心をどのように教えているかと、こういうお尋ねでありました。小学校、

中学校、主に小学校でありますけれども、総合的な学習の時間での地域の研究・調査。それ

からその中で、各地域でゴミが散乱しているというふうなものを子供たちは見ております。

それからもうひとつはやはり道徳の時間でありますが。 

こういう中でお尋ねの点に関して申し上げますと、おそらく小学校の子供たちが道路脇に

ゴミをポイ捨てするというふうなことは、私はほとんどないと思います。ほとんどが大人で

あります。あるいは子供の場合であっても、ごく一部の中学生とか、高校生とかということ

になってくると思います。 

子供たちといろいろ話す、あるいは子供たちから提案を聞くというふうなチャンスもまれ

にあるわけでありますが、こういうところで子供たちはこんなふうに言います。「大人はどう

してあんなことするんだ。」まさに地域の大人のモラルだろうと思っております。非常に悪い

見本を示しているということだろうと思います。 

ただ、先日、夏休みが終わろうとしている時期でありましたが、道路端で小さい子供をお

んぶした若いお母さんが、小学校１年生か２年生くらいの子供と一緒に何かやっていました。

何しているのかなと思って見ておりましたら、道端のゴミを拾っていたのです。私は非常に

感激しました。何と言いますか、家庭で親が子供たちにきちんとそういうことを言葉で教え

るのも大事なのですけれども、実際に子供を連れて現場でゴミを一緒に拾っている。これが

本当の家庭の教育だろうと、こう思ったところであります。 

したがいまして、議員のお話の中でも、大人を集めて教育するのはなかなか困難でありま

すが、できましたらこういった事例等も何かの折りに紹介しながら、市民に地域の環境美化

というふうなことについて働きかける、訴える、そういった活動をしていきたいなと思って

おります。議員の皆さんからもそんなふうなことで、地域の皆さんにお話いただければあり

がたいと、こんなふうに考えております。 

○遠山 力君  １ 市をあげてゴミ「０」を目指せ 

今のお話のとおりだと思うのですけれども。私、子供たちの、小学校・中学校の学校の教

育計画を見せてもらったのですが、いわゆる公徳心を涵養するとか、そういう項目が今のも

のにはない学校が多いわけです。それで、どういうことかなと思ったら先日の新聞に、社会

科だろうか、集団社会のきまりについて子供たちと討論した、そういう実験授業みたいなも

のがありまして、最初はきまりやそういうものは堅苦しいだけでない方がいいと言っていた

子供が、ではきまりがない社会はどういうふうになるのだろうか、ということを話し合った

結果、最終的にはきまりやルールは守らなければならない、というふうな心になったという

ものが載っておりました。 

それから、今、教育長は総合とおっしゃったのですが、私は道徳教育だけしか見なかった

ものですから、総合の方とか、社会科とか、そういう方向ででも教えているのであれば、そ

れはそれで大変いいと思いますので、それだけ伺います。 

○教 育 長  １ 市をあげてゴミ「０」を目指せ 
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ご指摘ありましたように、最近といいますか今、学校では子供たちに考えさせるというこ

とに、大いに力を入れております。教科の、例えば国語とか算数とかという点ではむしろそ

れが欠けているという指摘があるわけでありますが、特にこの道徳とかそういった部分につ

いては、考えさせるというふうなことでやっております。その中で、例えば総合的な学習の

時間、社会科の中というふうなことで、地域を知る、地域を見つめる、そんな中で取り組み

をしております。 

なお、確かに学校の教育方針と言いますか、活動の目標というふうな点の中に、「公徳心」

という言葉はあまり書いてありません。一般的には挨拶をしようとか、あるいは豊かな心を

育てようとかというふうな表現が多いと思うのでありますが、そういう言葉の中に、例えば、

友達を思いやる気持ちだとか、あるいは弱いものを助ける、そういった気持ちだとかという

ふうなことも含んで、豊かな心とか、そんなふうな言葉でまとめているというふうにご理解

をいただきたいと思います。 

○遠山 力君  終わります。 

○議   長  質問順位１８番、議席番号４番・高橋郁夫君。 

○高橋郁夫君  １ 財政状況と今後の方針を問う 

皆さま、おはようございます。また、傍聴の皆さま、朝早くから大変ご苦労さまでござい

ます。ただいまより通告にしたがいまして、１回目の質問をさせていただきます。一般質問

も最終日ということになり、多くの議員から、私のこの財政状況と今後の市の方針について

という問題につきましては質問され、また市長からも答弁いただいておりますので、できる

だけ違った観点から質問させていただきたいと思いますが、重複しているところがございま

したら、お許しいただきたいと思います。 

新市となりまして、もうすぐ１年になろうとしております。その中で市としても５年間の

財政健全化計画を定め、この問題につきましては一生懸命努力していると思いますが、先日

の新聞報道で、当市の実質公債費比率につきましては私も、多くの市民より心配する声を聞

いております。 

いままでの市長の答弁を聞いておりますと、このたびのこの比率が上がったことにつきま

しては、広域連合の解散による起債の承継分が含まれたことが大きな要因のひとつだという

ことだと思っております。私が今心配しているのは、この比率の問題も含め、今までは借入

のほか、基金の利用も含め執行してきたわけですが、今後、市としても基金も底をつき、こ

れから１０年の間には市庁舎の増築、また斎場、消防庁舎、学校等の建設、また基幹病院の

設置後の六日町病院の問題。起債につきましては今、元金の繰り延べているものも支払いも

始まってきます。１０年後には国からの交付税もさらに減り、１５年後には１０億円削減と

されているということです。 

そこでまずお伺いいたしますが、１番目の実質公債費比率につきましては、新聞報道のと

おりということですので質問は省かせていただきます。 

まず第１といたしまして、１８年度予算の一般会計、特別会計等、すべての市の借入残額
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は総額でいくらか。 

２番目に１８年度の返済計画の元金、及び利息の総額はいくらか。また返済は予定どおり

行えるのか。 

３番目といたしまして、１８年度末の借入金残高の見込みの金額は、もしわかりましたら

大体で結構ですので教えていただきたいと思います。この件につきましては、数字のことで

もありますので、担当課長にお伺いいたします。 

４番目といたしまして、財政状況に対する今後の市の方針はどのように描いているのか。 

また５番目といたしまして、実質公債費比率を１８パーセント以下にする目標年度は定め

ているのかと、いうことですが、これらの件につきましてはこれまでの答弁と重複しますが、

今ほど述べた今後１５年間に予定される様々な問題もふまえた中で、市長にお伺いいたしま

す。これで１回目の質問は終わります。 

○市   長  １ 財政状況と今後の方針を問う 

高橋議員の質問にお答えいたします。皆さん方に大変なご心配をかけておりまして、申し

わけなく思っておりますが、いずれにいたしましても県内ワーストワンという実質公債費比

率でありますので、その対策をきちんと図っていかなければならないということであります。

なお、この数値が一挙に上昇した原因は、今ほど議員おっしゃっていただきました広域連合、

これもあります。それから水道企業団、畦地の浄水場からの部分ですね。そして前にも申し

上げましたが、下水道を相当先行投資的に敷設してきたその下水道債。これらが大きな要因

であります。 

もうひとつ、私たちの地域、この市の特徴的なことは、水道の高料金対策の関係でありま

して、これが年間４～５億円という部分を一般会計から水道会計の方に出していたわけであ

ります。これは特別交付税で処置をされるということになっていますけれども、出す方の部

分だけ、いわゆる分子の方へはその数値を入れろと。分母のいわゆる安定的な収入の方には、

それは入れてはならないと。これでもまたやはり数パーセントの上昇があったということで

あります。これは確かあまりほかの市町村には、高料金対策をやっていない市町村にはこう

いうことは発生しませんので、そんなことも要因で２３.５パーセントと。大変厳しい数字だ

というふうに認識をしておりまして、これから全力をあげて１８パーセント台に戻すように

いろいろ考えていかなければならないということであります。 

そこで、現在の市の公債費比率、これは実質公債費でなくて公債費の比率は１７.９パーセ

ント。そして起債制限比率というのがつい最近まで言われておりました。これが１４.４パー

セントということであります。この数値であれば、そう皆さん方にご心配をかけたり、ある

いはワーストワンだなどと言われたりしなくて済むわけでありましたけれども、実質公債費

比率という新しい数値を導入する制度になりましたので、さっきの結果だということであり

ます。 

そこで現在の一般会計、特別会計他、借入残高。ここでありますが、連合を含めました一

般会計の借入残高は４０６億３,３００万円であります。このうち、特例債が３０億２,３０
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０万円という部分で入ってきております。合併特例債であります。 

特別会計。下水道を含む部分であります。これが３２９億３,６００万円。企業会計。水道、

病院ということでありますけれどもこれは２２３億７,７００万円。合わせまして９５９億４,

８００万円。これは１７年度末の数値であります。 

１年間に返済予定の元金と利息の額でありますけれども、今の決算書の数値には塩沢町の

半年分がのっておりませんのでこの部分も含めますと、１７年度末といいますかで、一般会

計では元金の返済が３３億６,９００万円。利息が９億３,５００万円。特別会計では、元金

が１３億７,８００万円。この中で、これは利息が非常に高い部分でありまして、１０億４,

６００万円であります。それから企業会計、これは元金が１２億３,１００万円。利息が１０

億４,１００万円ということであります。合わせますと、元金で５９億７,９００万円、利息

で３０億２,２００万円。これを１年間に返済をしているわけであります。 

１８年度の返済予定額であります。１８年度予算では、一般会計で元金で３４億２,１００

万円。利息が９億４,６００万円。特別会計では１４億４,７００万円の元金。１０億３,７０

０万円の利息。企業会計では、元金が１２億４,１００万円。利息が９億１,１００万円。ト

ータルいたしますと１８年度の返済予定額が、元金で６１億９００万円。利息で２８億９,

５００万円。こういう数値になっております。 

そこで１８年度末の借入残高を推計させていただきました。先ほど申し上げた数字より若

干減ってきまして、一般会計では３９６億４,２００万円。特別会計で３３２億７,７００万

円。これは特別会計が増えております。企業会計で２１４億７,７００万円。トータルで９４

３億９,６００万円。 

先ほど１７年度末では９５９億４,８００万円でありますので、１０億４～５,０００万円

の減にはなっていると。１８年度末でです。そういうふうに徐々に徐々に、この借入残高を

減少させていこうということには務めております。 

現在の財政状況に対する今後の方針であります。借入残高は今申し上げましたように巨額

でありますので、一度に半分になったとかそういうことのように目に見えて減ってきてはお

りませんけれども、これからは経常収支比率、あるいは実質公債費比率、これらの財政指標

に十分留意をしながら財政運営をしていかなければならないと思っております。 

ほかの議員からの同様の質問もありましたので、お答え申し上げてまいりましたが、建設

事業の抑制によります借入金の抑制です。それと実質公債費比率に影響の少ない合併特例債、

これらの優良債の活用を図っていかなければならないということであります。したがいまし

て、前にも申し上げました合併特例債を、合併時の説明等の中ではこの合併特例債を極力使

用を少なくしていこうという思いでありましたが、今後は大いに活用していかなければなか

なか財政上が厳しいということであります。 

また、計上収支比率も昨日のどなたかからのお話がありました、９１くらいにいっており

ますので高くなってきているということでありまして、これは財政健全化計画の確実な実行

によって比率の上昇抑制を行い、また早い段階での安定化を目指したいと思っております。 
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機構改革の話も申し上げました。部制の導入、行政評価制度の導入、職員の能力開発につ

いても、行き着くところはやはり効率的な財政運営でありますので、今後の方針としてきち

んとこれを位置づけていかなければならない。 

そして再三申し上げておりますが、だからといってやるべきことはやらないで済むという

ことではありませんので、やるべきところはやらせていただく。そしてまた我慢すべきとこ

ろは我慢をする。これを基本に据えて取り組んでまいりたいと思っております。非常に難局

であります。これを乗り切るために、私も当然、これは命がけで取り組まなければならない

問題でありますが、皆さん方からもそれぞれまたご協力いただいたり、あるいは知恵があり

ましたら、お貸しいただければ大変ありがたいと思っております。 

実質公債費比率１８パーセント以下とする目標年度でありますけれども、現在のところ、

平成２７年度を目標にしております。平成２７年度には１８パーセントにもっていきたいと。

ただ、この標準財政規模は１８年度の数値をそのまま使っておりますので、これからの国の

施策によって若干変動することはあるうるということですが、目標は１０年後になりますか。

平成２７年度、これを目標に健全財政といわれる水準にきちんともっていきたいということ

であります。以上であります。 

○高橋郁夫君  １ 財政状況と今後の方針を問う 

それでは再質問させていただきます。まず１８年度予算における借入残額。この金額は揚

水設備維持管理の基金からの借入等、そういったものは含まれているのかどうかお伺いいた

します。また、返済につきましては、今年度末には借入金残額も減るということですが、年

間の利息にあたりましては、市の年間の教育費の２倍強にあたり、大変な額であるわけです。 

また、今後、利息も上がる可能性もあり、例えば１パーセント上がっただけでも、年間約

１０億円の利息となります。この厳しい財政状況を健全化するには到底５年では無理だと私

は考えます。それならば、市があらゆる機会を通じ、市民に対して今の財政状況を説明し、

市民の理解と協力が不可欠であると考えます。 

先日、私たちこぶし会では、長野県の下條村へ研修に行ってまいりました。また昨日は阿

部代表もこの件に触れておりましたが、その村は人口４,１９６人という小さな村ですが、出

生率２.１２パーセント。公債比率１０.８パーセント。起債の残高８億３,０００万円。基金

の残高２７億９,０００万円。一般行政職員は当時、村長が就任した当時は５０人だった職員

が現在は３５名。また子供の医療につきましては、中学校の卒業まで無料。建設資材支給事

業も平成４年度より行っておりました。私たち行って、職員に対しましても３５名で大変で

はないかとお聞きしたところ、余裕があるときは町道の草刈も行っているということでした。 

この村にしましても、今の村長が１４年前に当選してから、計画的に年月をかけて築いた

と思っております。市長は先日、謙遜していたと思いますが、答弁の中で３年後はここにい

るかどうかわからない等の冗談を言っておりましたが、市長も目先のすぐのことではなく、

１０年後２０年後の将来を見据えて、この財政が立ち直るまで頑張るんだという気力を持っ

て市政に取り組んでいただきたいと思います。 



 - 11 - 

市長は先日、市民への説明は地域懇談会の中で行うと言いましたが、ただ財政が厳しいか

ら協力してくれ。そういうことでは市民は納得しないと思います。市民から理解を得るには、

現在、市の状況、借金は総額いくらあり大変厳しいが、５年後にはこうなる、１０年後には

こういうかたちになるが、１５年、２０年後にはこういった素晴らしい南魚沼市になるのだ

というように、長期ビジョンを示し将来に希望の持てるよう、市民に示していただきたいと

思いますが、市長の見解をお伺いいたします。 

また、市の方針を示すだけでなく、広く市民の声を聞く必要があると思います。現在、市

庁舎にも設けてある意見箱にしましても、例えば各農協や郵便局、市の施設等それぞれに置

き、多くの市民に利用いただき、また市としても返事を出して、市民と一丸となって財政の

建て直しを図るべきと思いますが、市長の考えをお伺いいたします。 

また今後、増築または建設予定のものも、例えば今回の斎場のように建設を２年、３年遅

らせただけでも、利息は大変な金額が浮きました。まだ使える建物については、１年でも２

年でも先送りにし、利用できる建物は最大限利用していただきたいと思います。これで２回

目の質問を終わります。 

○市   長  １ 財政状況と今後の方針を問う 

再質問にお答えいたします。最初の揚水設備維持管理会計の件であります。これは今、地

元の皆さん方と協議をいたしまして、来年度からこれを市が全面的に引き受けるということ

になりますので、この借入残額の中には入っておりません。これがその会計がまだずっと続

くということになりますと若干そういう部分が出てくるわけですが、これは今度、市で管理

するということになりましたので、中には入っておりません。なりましたではなくて、なる

予定であります。 

今の実質公債費比率２３.５パーセントと。新聞にもちょっと書いてありましたけれども、

高い市町村はおしなべて企業と言いますか、病院を有している。そして下水道等を相当先行

投資と言いますか、下水道等の普及を図っているというところが非常に多い。これは特徴的

なことであります。私どもの地域も、皆さんご承知のように下水道は、大和で平成２２年、

六日町・塩沢で平成２５年に完了というふうにずっと整備をしてきたわけであります。この

ことによって、前にもちょっと申し上げましたが、むだな施設を作ってそこに大変な起債が

生じて、施設からはほとんど収入も上がらなくなったけれども返していかなければならない

という状況ではないという、これだけはご理解をいただきたいと思います。ある市ではホテ

ルとか、そういう部分も当然この中に入ってくるわけでありますけれども。 

あるとすれば、広域水道企業団の浄水場。これは当初の計画どおりに作ったわけでありま

すけれども、現実は５４～５５パーセント程度の水量しか使用していないわけであります。

この使用する水、これをもっともっと上げていかなければならない。そのためにも今、簡水

とか、あるいは専用水道とかそういう皆さんにまた協力をお願いしなければなりませんし、

水を使う部分、これは前々から申し上げておりますが、苗場福祉会の特養ホームの８０床が

来年１月から稼動するわけでありますし、基幹病院等も建設される際には、病院というのは
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相当の水量を使用しますのでそういうことも含めながら。この水量さえ上げていけば、水道

企業団の方も非常に――企業団と言いますかその債務も返済が楽になっていくということで

ありますので、そういうことを考えながらやっていかなければならないと思っております。 

目先のことを言うつもりはございませんが、私もやはり選挙という洗礼がありますので、

２１年の頃には私がこうしているなんていうことは申し上げられないわけでありまして、当

面は今の任期をきちんとやって、この中で全力を使わせていただくということであります。

それの先のことはまだなかなか申し上げられる段階ではございません。 

市民の皆さんの協力。これはもう何よりも不可欠なことでありまして、当然でありますけ

れども、平成１９年度予算の編成等が終わればまた市政懇談会もやらなければならないとい

うことであります。市政懇談会につきましてもこの間申し上げましたように、出席いただく

方が固定化しているという現状もちょっとありますので、もう少しやはり細かく、細部的に

回らなければならないのかなという気もしております。 

懇談会ばかりではありませんで、広報も通じて市民の皆さんに今の現状をご理解いただい

て、そして将来はこうなるという姿も当然でありますけれども明示をしながら、皆さん方か

らご協力をいただくということだと思っております。 

意見箱でありますが、どこへ設けてもいいわけですけれども、非常に匿名が多くて、匿名

が。全く返事を出せないというのが相当あります。ここをちょっと市民の皆さん方からご理

解いただきたいなと思っております。非常に辛らつな内容もありますし、提言的な内容もあ

るわけですけれども、返事を出せないということになりますと我々が見て終わってしまった

ということであります。ここはまた市民の皆さんに機会あるごとに意見箱に投書、投函等し

ていただく場合は住所、氏名を書いていただくようにまたお願いしなければならないと思っ

ております。 

庁舎整備でも同じでありますが、とにかく使える部分は極力現在のものを使って、なお最

小限足らざる部分を増築なりという考え方であります。ほかの施設についても全く同じであ

りまして、使えるものは当然ですけれども使っていかなければなりませんし、建設を先送り

できるものは、やはり先送りをしてやっていかなければならない。しかし、どうしても待て

ないという部分も必ずこれは出てくるわけでありますので、そういう際はほかの予算面を削

ってでも、そこに集中的な投資をしなければならないという、そういう事態も当然生まれて

くると思います。めりはりの利いた、そして重点投資と言いますかそういう部分での財政運

営を心がけていきたいと思っておりますので、またご協力をお願いいたします。以上であり

ます。 

○高橋郁夫君  １ 財政状況と今後の方針を問う 

市長は任期中のことしかなかなか言えないということですが、財政の計画については３年

や５年の計画ではなかなか計画とならないわけでして、本当に健全化するまでのやはり長期

のビジョンを持って、私はやらなければいけないと考えます。 

また、揚水の基金につきましてはわかりましたが、ただ一昨日の新聞では夕張市の破綻の
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要因は、各会計間での貸付と償還を繰り返した不適正な財務処理法にあるとの最終報告が北

海道からなされたわけです。ちなみに実質の赤字の総額は２５７億円ということでした。今

後、市としても長期ビジョンを組み、計画性のある財政健全化を図って、新市計画を進めて

いただきたいと思っております。質問をこれで終わります。答弁は結構です。 

○市   長  １ 財政状況と今後の方針を問う 

私が任期と申し上げたのは、そういうことではなくて、当然ですけれども今、財政健全化

計画も５年でやっているわけであります。私の任期を当然越えているわけでありますし、総

合計画は、基本構想はもう１０年先ということでありますから、当然そういう部分では、基

本となるべき部分を任期うちだ、任期うちだなどと言ってやっているつもりではございませ

ん。けれども、その中で私がきちんと皆さん方に約束をしながらやっていける部分というの

は、その部分までですよ、ということを申し上げたつもりでありますので、ご理解をいただ

きたいと思っております。夕張市のようにならないように、今からまたきちんと財政運営を

やっていく決意であります。よろしくお願いいたします。 

○議   長  質問順位１９番、議席番号１１番・関昭夫君。 

○関 昭夫君  情報をどのように生かすか 

おはようございます。発言を許されましたので、通告にしたがいまして、一般質問を行わ

せていただきます。私の今回の質問は、情報をどのように生かすかということですが、昨日

の市長の答弁の中で、マグロの買い付け、あとベルの話がありました。それを聞いて、こん

なことは聞かなくてもいいのかなというふうにも思いましたが、通告もしてありますしせっ

かく持ち時間もあることですので、簡潔明瞭にそして有効に使わせていただいて、しっかり

と確認をさせていただきたいと思います。 

世の中には多くの情報が氾濫しております。直接的なものは要望や苦情であり、国や県か

らの通達、通知も直接的な情報のひとつだというふうに思います。また、日ごろの業務の中

で見聞きしたことや事務事業を執行している中での成功例、また失敗例もやはり直接的な情

報に入るものと思います。 

間接的な情報としましては、マスメディアを介してのニュース等がそれにあたるものと思

います。今ほどの高橋議員の質問にもありましたが、夕張市の財政破綻、プールでの死亡事

故、岐阜県の裏金問題、そして公務員の飲酒運転事故の報道等が最近は該当するでしょうか。

ほかにも自民党の総裁選挙等を含めた政局の動向、そして来年度予算に向けての各省庁の動

向等もマスメディアを通じて流れてまいります。 

行政運営を考えたとき、直接的な情報への反応、対応は比較的早いようですが、間接的な

情報はどちらかというと他人事のような雰囲気にあるのではないかと思われます。情報の取

捨や活用は問題意識、危機意識の持ち方で違ってくるものと思われますし、要望と苦情は伝

え方と受け取る側の意識で大きく違ってきます。 

例をあげてまことに申しわけありませんが、昨日の上村議員の一般質問、とらえ方によっ

ては、もしかしたら苦情なのかも知れません。一般質問というかたちでの発言でしたので、
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丁寧な答弁がなされているわけですが、ほかの人が同じようなことを言ったとしたらどうだ

ったのでしょうか。 

また、今議会初日の審議の中で、プールの通達がなぜ徹底されなかったのかわからないと

の学校教育課長の答弁がありましたが、残念のひとことです。口頭ではなく、文書できた情

報が的確に伝わらず、対処不備が５校もあったわけです。それも平成７年に確か死亡事故が

あったことを受けての再三の通達だったというふうに思っておりますが、結果として確認も

されていないということになりました。 

どんな些細なことでも、特に苦情はしっかりと整理され活用することが、市民満足の向上

や施策、事業の成否を分けるのではないかと考えますし、しっかりとした対処がトラブルの

予防には欠かせないものと思います。情報活用に関して、６つの切り口から確認をさせてい

ただき、市長の考えを伺いたいと思います。 

１つ目、要望や苦情については、当然担当課が整理把握しているものと思いますが、市長

まで情報としてあがってきているのかどうなのか。どのような内容までがあがってくるのか、

お伺いをしたいと思います。 

２番目、要望や苦情への対処と返答の体制はどのようになっているのでしょうか。 

３番目、特に苦情に対する周知、これはどのようになっているのでしょうか。本来取捨、

要る、要らないという前の段階で、職員には情報として共有してもらうべきと考えますがい

かがでしょうか。 

国や県からの情報の周知はどのようになっているのでしょうか。先ほど例をあげました。 

５番目として、日ごろの職員の活動から得られる情報はどのように整理されているのでし

ょうか。成功例や失敗例等、数多くあるものと思いますし、またこれは行政運営には欠かせ

ない情報だと思いますので、どこまで整理され周知されているのでしょうか。 

６番目、間接的な情報からはどのようなアクションを起こされているのでしょうか。 

７番目、情報はいつでも誰でも使えるように解り易く整理し、今後の活動に生かされるよ

うにしておく必要があると思いますが、それらの集積はなされているのか。また職員が必要

な場合に簡単に使えるような体制がとられているのか、お伺いをしたいと思います。 

以上で壇上からの質問を終わらせていただきます。 

○市   長  情報をどのように生かすか 

関議員の質問にお答えいたします。最初に、昨日の発言の件でありますけれども、情報を

収集する際の今のこの機械化と言いますかＩＴ化。これはもう非常に便利なものがあります

ので、十分活用していくということであります。そして、重要な決断をしたり、あるいはき

ちんとした指示をしたりする際には、今のメール方式やそういうことではなくて直接やはり

会ってきちんと確認をするということが、私は一番であると思いますということを昨日申し

上げたわけであります。 

そこで今ほど議員おっしゃっていただきました、１番から７番までの件でありますが、ト

ータル的にお答えをさせていただきます。まず市民の皆さん方から市長宛のご意見、ご要望、
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ご提言をいただくために、先ほどちょっと触れました「市政ポスト」を本庁舎、大和、塩沢、

の玄関付近に設置してあります。また、もっと増やせというご意見もありますので、検討さ

せていただきますが、これは葉書形式の用紙を備えてあります。また公式ウェブサイトから

の電子メール、ファックス、文書、これも市長宛のお便りを寄せていただいているところで

あります。いただきましたそういう部分につきましては、処理カードを全部作成いたしまし

て、基本的には業務担当課が関係課等と調整をしながら回答をしたり、あるいは必要に応じ

て、我々のところまであがってこなくてもいいという部分もあるわけですので担当課で処理

をしているということもあります。必要に応じて、教育長、助役、市長これまでの決裁を受

けたうえで返事をさせていただいている。 

例えば、開かれた市政の実現とか、あるいは共同によるまちづくり、これらに反映できる

建設的なご意見も多々あるわけでありまして、そういう場合については特にまた市長名で答

えたいという部分も行っております。これらは個人情報とは別といたしまして、個人的な部

分もちょっとありますのでこれはちょっと別といたしますが、市の行政と市民を結ぶ貴重な

情報でありますので、本人への回答だけでなくて、職員の日常業務、あるいは市民サービス

向上のために各課で活用しているところであります。汎用的なものは市民の共有財産として

各業務関係の広報に活用したり、市の公式ウェブサイトのページ作成、あるいはＱ＆Ａ、こ

れらにまとめて公開に努めているというところであります。 

平成１７年度に出ます広報公聴係で受付処理した件数は、手紙を含む市政ポストが３０件。

メール、ファックスこれらが２５件ありました。１８年はこの９月６日現在、手紙が２２件。

メール、ファックス９件。これらであります。先ほどちょっと申し上げましたが、匿名が非

常に多いということです。それからこのほかに、私個人宛といいますか自宅に送られてきた

り、あるいは市政ポスト活用でなくて、封書で市長宛という部分もあります。これらはほと

んどが苦情であります。 

それらも当然でありますけれども、市の市役所に関連するものについては、当然担当課を

含めて回していって皆さんに見ていただいて、戒めていただくようにということをやります。

全く別のこともありまして、個人的な部分で、あの人がこうだとか、この人がこうだとかと

いう部分もありますので、それらはなかなか市役所の職員がまた処理できるものでもありま

せんし、私ができることはやっておりますけれども、やはり限界のある部分もあります。で

今ほど申し上げましたように、ご本人に連絡しようと思っても、匿名というのが非常に多く

てこれはちょっと残念なことであります。 

ですのでまた市民の皆さんも、やはり文句を言うという部分については、匿名の方が気が

楽なのでしょうか。そういう部分が多いようでありますが、建設的な意見やそういうものは

ほとんどがお名前が載っていらっしゃいますので、お礼も含めて私の名前でまた返信を差し

上げたりということをさせていただいております。中学生あたりからもメールが入ってきた

りすることもありまして、それらは秘書係を通じて私名で返事を出してやったり、そういう

こともやっております。 
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そんなことをしながら、冒頭申し上げましたように、情報の収集、そしてＩＴの活用とい

うのは大事なことでありますので十分活用しなければなりませんが、重要な場面、重要な部

分、これらについては私は信念的に、やはり人間対人間が向き合ってきちんと顔を見合わせ

ながら確認をするということを怠ると、また大きな問題が生じやしないかという思いがあり

まして、昨日、和田議員にああいう答弁をさせていただいたところであります。以上であり

ますが、よろしくお願いいたします。 

○関 昭夫君  情報をどのように生かすか 

答弁を聞かせていただきました。トータルで答えるということだったので、個々の話とは

多少違っているニュアンスはあるかなというふうに思いましたが、おっしゃられることも十

分わかりますし、またそのようにしていただかなければいけない部分もあろうかと思います。 

まず、苦情として入ってくる部分でありますが、確かに匿名が多いものだと思います。手

紙、メール、ファックス等の件数の話しがありましたが、実際には電話での話がほとんどか

なと、かなりあるのではないかなという気がしています。それは受け付けた方がどういうふ

うにメモをするのか、どこまでどういう話をしているのかわかりませんが、本来はそのひと

つひとつをきちんと記録しておくことが大事ではないかなと。 

７番目に、情報はいつでも誰でもという項目を書きましたが、やはりデータベース化して

いかなければいけないのかなと。整理してＱ＆Ａでという話しもありました。私は外へ向け

て、来たものに対してどういうアクションという部分もありますけれども、やはり市役所の

中でその情報を本当に活用していく手立てとして、やはりデータベース的に蓄積したもの。

どういう場面ではこういう対応をしたらうまくいった、こういう対応はまずかったというも

のがきちんと共有されていくと事務執行についてもいい傾向が出てくるのかなというふうに

も思っています。その辺のお考えをお伺いしたいし、また、実際にそういうことがされてい

るのかどうなのか、お願いをしたいと思います。 

それから、６番目の間接的な情報の話です。ここへ来て特に飲酒運転の話が連日、最初は

公務員だったのですが、ここへきて全国一斉の取締りというのが出ていまして、ものすごい

数だというのも今朝の報道の中にもありました。やはりそれでも槍玉にあがるのは公務員。

公務員のモラル、そして全国の自治体で飲酒運転即免職の制度を持っているのは９つくらい

だとか、実際にはほとんどやっていないとか、制度があってもやらないとか。そんな話まで

みんな載ってきているわけです。 

市長はたまたま昨日、マグロの買い付けの話を使って、私の最初のなかの答弁でお話をさ

れました。全く必要なことだと思いますけれども、こういうほかの事案についてもやはり庁

舎内で。市長の意識はそこにあっても、職員全部が市長と同じ意識でいるわけではありませ

んので、やはりそこは市のトップとして、また特別職の皆さん方がやはり職員を統率する中

で、意識をそこに向けて、また改めて点検しなおすきっかけにもなったり、見直しのきっか

けにもなったりということだろうと思います。その辺の実際のアクションはどうだったのか。

また、考え方はどういうふうにお考えなのかをお聞かせをいただきたいと思います。とりあ
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えず再質問を終わります。 

○市   長  情報をどのように生かすか 

再質問にお答えいたします。個々の職員が電話で受けた例えば苦情とかそういう部分につ

いて、あがってきている部分と、へんな話ですけれどもそこで終わらせてしまっている部分

とあるように感じております。ですので、今おっしゃったように、些細なことであってもメ

モをしていただいて、それをきちんと整理していくということは大切なことでありますので、

今後それを徹底していきたいというふうに思っております。 

なお、国・県これらからの重要な情報、あるいはマスメディア、新聞等を通じての間接的

な情報、これにつきましても、今、庁内で新聞もあるわけですが、市に関連することをすべ

て拾い出して、そしてコピーをとってあげてくるようにということを今、徹底し始めたとこ

ろであります。全く小さなことでも何でも南魚沼市の「み」の字でも載っていたらとにかく

あげろということで、各新聞をすべてチェックを職員がしましてあげてくるという対応をと

っております。 

この日々の職員の活動から得られる情報。これは本当に大事なことでありますが、なかな

か職員もこういうことがあった、ああいうことがあったということを活動の中で自分で実感

しているわけです。けれども、それをすべて報告をしていただくということにはなかなかな

りませんけれども、悪い例、よい例、これらはやはり職員からあげてもらわないと。ただ、

職員間でも、職員の自己申告を今年、一応全職員でありましたがいただいたわけであります。

職員の中で、やはりあの職員は素晴らしい、こういうことをしているとか、そういうことを

見ていただいている皆さんもありまして、そういう情報もまた入ってくる。あるいはその反

対もあるわけであります。そういうことも入ってくるということで、それらをきちんと人事

係も含めて整理をしながら、対応しているという状況ではあります。 

飲酒運転、具体的な話が出ましたので申し上げますが、今、大変な問題を起こしておると

ころでありまして、市の職員全員に飲酒運転は絶対しないという、誓約書というところでは

ありませんけれども、全部署名をいただいて、極力早めに南魚沼警察署の方にそれを持参し

て、職員の誓いを警察の方に伝えようと思っております。 

なお、処分の件でありますが、これは広域連合のときでありましたけれども。まだそれが

合併して市になってからそういう処分状況はありませんが、１件酒気帯びで接触事故、停職

６カ月という処分をした事例がつい最近ではございます。飲酒運転で事故を起こせば、これ

はもうほとんど懲戒免職ということにならざるを得ないと思います。現状では。 

ただ、市の規定の中で、どういう部分まできちんと謳っているかというのは、もし必要で

あれば総務課長の方で答弁させますが。そういうことで、公務員としての自覚をきちんとわ

きまえていただくように、職員の方々には十分また注意をしておりますし、注意をしていか

なければならないと思っております。 

情報の発信・収拾には、本当に敏感に作動できるように、お互いが職員も私も含めて日々

気を使っていかなければならないことだと思っておりますので、またご指導をお願いしたい
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と思っております。 

○関 昭夫君  情報をどのように生かすか 

制度がどうなっているというところまではとりあえず聞かなくても結構ですが、確かにい

ろいろな情報があるものを、多分職員同士の仕事の中での情報分というのは、おそらく自分

たちでは口で話したり、いろいろな中ではなっているのだと思います。黙っている話ではな

いし、失敗すれば当然あれでうまくいかなかったとか、これをやったからうまくいったとか

という話は当然いろいろなところで話があるはずですけれども、なかなかそれが記録として

残らないのが現状だというふうに思います。 

ただ、これはいつだったかちょっと忘れましたが、最近のものだと思いますけれども、た

またま団塊の世代が退職するという中で、技術の継承という話もありました。そういう手の

技術という意味ではなくて、やはり情報として引き継いでいかなければならないものが、口

頭でのやりとりだけではなかなか伝わっていきづらいのだろうというふうに思います。 

特に市長が言われた相対での、人間関係できちんと話をして理解してもらうには相対での、

という部分。これが今、個人情報のどうのこうのとか、人間関係ややこしくなってどんどん

人ときちんと目を合わせて話をしなくなっている状況もあるのかなという気がしています。

年齢間の格差、隔たりが大きくて、上の人とちゃんと話ができないとかという状況もあろう

かと思います。 

やはりそういう意味でもせっかく培ってきたものが、それが全部生かせるとは限りません

けれども、ヒントになってまた新しいものが見出せる。そういうもののためにも、やはり市

役所のなかのやりとりも含めてデータベース化しておくことが、結果として将来の財産にな

るのではないかというふうに思います。その辺もぜひ検討していただいて、些細なことから

少しずつでも積み上げていく努力をお願いしたいというふうに思いますが、いかがでしょう

か。 

○市   長  情報をどのように生かすか 

おっしゃったとおりでありますので、極力そういうことに注意をはらいながら。どこまで

まだ個人個人の部分を引き出せるか――個人個人といいましても個人情報ではなくて――そ

こがちょっとまだ不確定ではありますけれども、できる限りの情報を集積をして、データベ

ース化していく。これには誠心誠意取り組ませていただきますので、よろしくお願いいたし

ます。 

○議   長  暫時休憩といたします。休憩後の再開は１１時１０分といたします。 

（午前１１時５４分） 

○議   長  休憩前に引き続き本会議を再開いたします。 

（午前１１時１０分） 

○議   長  一般質問を続行いたします。質問順位２０番、議席番号８番・寺口友彦君。 

○寺口友彦君  市民の皆さまには早朝より傍聴においでいただきまして、ありがとうござ

います。今定例会は平成１８年豪雪の災害復旧を含む一般会計補正予算、そして旧塩沢町の
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打切りを含めましての平成１７年度一般会計・特別会計の決算を中心とした議案審議のため

に開かれているわけでありますが、実質公債費比率速報が公表され、市財政の危機的状況を

改めて思い知らされたわけであります。旧塩沢町が編入合併され、新生南魚沼市が誕生して

早１年が経過をしようとしています。旧塩沢町の最後の定例会を思い出しますと、万感胸に

迫る思いであります。 

さて、過去のいきさつにとらわれず、変えることを恐れず、かつ、自らを省みることを怠

らず、市民ひとりひとりが市政の主役である。そういう基本的考え方のもとに行われました

市長の所信表明演説に対して、市民の皆さまの立場に立って質問いたします。市長はいつに

も増して、冷静にかつ明確に答弁されることを期待し、通告にしたがいまして壇上よりの質

問を行います。 

１ 行財政改革、市民参画について 

まず、行財政改革、市民参画についてであります。新しい計算方法に基づく実質公債費比

率が２３.５パーセントと公表されたわけであります。この数値をどのように見て市の財政再

建に生かしていくのか。市民の皆さまの注目を喚起するひとつの大きな契機と考えるべきで

ある。市の財政健全化計画には債務残高をいかに減らしていくか、そういう部分が極めて弱

かったわけです。そして公債費比率の計算から除外をされます土地開発公社と第３セクター

の問題を改めて吟味すべきであると考える。こうした問題に市民の皆さまの意見をどう反映

させるかが課題であると考えます。 

そこで市が３億円を出資している第３セクター、六日町街づくり会社の債務残高を含め、

経営内容について、市はどのように関わっていくつもりなのか。 

次に第一次南魚沼市総合計画の基本計画にベンチマーク方式を採用し、その数値目標に対

する達成率を公開し市民の皆さまの事業に対する満足度をはかり、事業のローリングを実施

すべきと考えるが、いかに。 

公共工事の進め方を関係する地元に十分な説明を行ってから、工事にかかるべきと考える

が、いかに。 

２ 保健、医療、福祉について 

次に保健、医療、福祉についてであります。総合福祉センターの強度不足に端を発しまし

た一連の問題については、施設面ではしらゆりの供用開始で一応の決着を見るわけでありま

すが、損害賠償問題と強度不足の建物の解体問題がまだ未解決であります。 

また、今年で３０周年を迎える南魚沼医療福祉センターでは旧大和町時代の「ゆきぐに健

康の杜構想」を基本理念として、基金を積み立ててきたわけであります。この構想を「南魚

沼市健康の杜構想」として発展させることが第一次南魚沼市総合計画の中にも謳ってありま

す。しかるに、５日の本会議において、改良積み立て資金を全額全責債務の減額にあてるこ

とを反対少数で議決をしたわけであります。 

そこで総合福祉センター強度不足問題の経過、ならびに決着をどのように市民の皆さまに

伝えていくのか。 
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次に、「ゆきぐに健康の杜構想」と「南魚沼市健康の杜構想」との連続性と整合性をどのよ

うに考えているのかであります。 

３ 教育について 

次に、教育についてであります。少子化の進行に伴い、学区再編の要望が五十沢地区から

出ているわけでありますが、在籍児童数の減少による学区再編問題は、五十沢地区限定の問

題ではありません。 

また児童生徒の虫歯対策についてでありますが、総合的、長期的に計画を立てる時期にき

ていると考えます。 

そして合併後の公民館や体育施設の利用方法については、市民の皆さまからいろいろな要

望が出ていると聞いております。 

そこで、長期的な展望に基づいた学区再編、ならびに教育施設の整備についての基本的な

考えはいかに。この部分については昨日、笠原議員ならびに上村議員からの質問がありまし

た。それをふまえての答弁を求めるものであります。 

フッ素洗口の推奨について、どのように考えているか。 

そして、公民館や体育施設の利用方法について、市民の皆さまからどのような意見が出て

いるのか。また出ているとすれば、その意見に対して市はどのような対応をするのかであり

ます。 

４ 産業振興について 

そして、産業振興についてであります。品目横断的経営安定対策に関連する受付が開始さ

れたわけであります。もちろん当市は麦を作っておりませんので、実際の当市の受付は来年

の４月１日からになるわけでありますが、中核となる認定農家が法人化を進めようとすると

き、農家保護という精神が実は法人化を阻害するということが予想されるわけであります。 

足腰の強い産業としての農業を発展させようという農家には、資金が必要であり、そのた

めには法人化は避けて通れない道であると考える。また、規模拡大がこれらの農業経営には

欠かせないわけでありますが、ほ場整備と品目横断的経営安定対策が相乗効果を生むように、

南魚沼市は配慮をする必要があると考える。 

そこで、農林公社を利用して農地を取得したこと、そして、法人の役員の要件等が認定農

家の法人化を遅らせていると考えるが、いかに。 

そして、ほ場整備の条件に認定農家の誕生や集落営農の実施が前提条件となっていること

のぜひを伺いたい。 

５ 基盤整備について 

そして、基盤整備についてであります。都市の活性化を図るための市内、公共交通システ

ム構築調査事業が国の都市再生モデル事業として採択され、事業の実施主体として委託を受

けたわけでありますが、市内の循環バス、福祉バス等との整備がこの事業の根幹にあると考

えるものであります。 

そこで、この事業の概要と市の公共交通システム構築の基本的な考え方を伺いたい。 
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以上、壇上よりの質問を終わります。 

○市   長  寺口議員の質問にお答えいたします。務めて冷静にやるつもりであります

が、寺口議員とは常に丁々発止でやっておりますので、途中でどうなるかちょっとわかりま

せんけれども、よろしくお願いいたします。 

１ 行財政改革、市民参画について 

最初に実質公債費比率の関係でございます。これは今ほども前議員のご質問に申し上げた

とおりでありまして、とにかくこのことをきちんと解消していかなければ、市の将来はあり

得ないということであります。やはりやるべきことはやる、我慢すべきは我慢するというこ

とを申し上げてきましたけれども、非情とも思える部分でやはり事業の取捨選択をやってい

かなければならない、そういう思いでありますので、またご理解いただきたいと思います。 

六日町街づくり会社の債務残高を含めて経営の内容であります。債務残高につきましては、

この３月末でありますけれども、短期借入が約３,３００万円。約の数字であります。長期借

入が１１億３００万円。合わせまして、１１億３,６００万円ということでございます。 

さてこの街づくり会社、非常に厳しい状況でありますけれども、この経営改善につきまし

ては旧六日町において平成１３年から新潟県や中小企業基盤整備機構等と具体的な再建計画

を策定いたしまして、進捗状況の検証や運営、経営診断を実施してまいりました。また平成

１５年から３年間、旧六日町及び市から県の補助事業のもとで外部コンサルタント――これ

は株式会社船井総研であります――これを入れまして組合そしてテナントの経営改善に努め

てきたところであります。 

この結果、平成１５年度からは経営は黒字決算に転換をいたしました。ごくわずかな額で

あります。増収、増益、着実に再建に向かって努力しているというところであります。そこ

で今後の関わり方でありますが、現状ではこの中心市街地の商業振興の核の施設として、ま

た周辺住民の利便性、これらから考えますとこの施設は必要不可欠であるというふうに認識

はしております。 

新潟県の考え方でありますけれども、これは高度化資金貸付条件変更のなかの経営診断に

おきまして、経営は良好な部類に――類似部分が相当あるわけです。類似の第３セクター。

その中では、良好な部分に入ると考えているということを伺っておりますので、共に連携を

とりながらまた今後もきちんとした指導をしていきたいと。良好といいましても、そういう

中では良好ということでありまして、経営自体がすごく良好だということではないわけであ

ります。 

街づくり会社の支援策。これにつきましていわゆる現金を出しての運営補助というのは全

く考えておりません。しかし経営改善につながるような事業費補助は前向きに検討していき

たい。先ほど申し上げました船井総研を入れる際、３年間これも補助を一応、県・町――今

度は市になりましたが――共に出してやっているところであります。これからもそういうこ

とが必要とあれば、県から支援をもらいながら再度外部コンサルタントによる課題、これは

テナント賃料の是正も含むわけでありますけれども、この改善等を考えていかなければなら
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ないだろう。 

そのほかに、今、現状を見ますと、「ラ・ラ」の屋上の駐車場が非常に閑散としております。

一般のお客さん方はなかなか屋上に上がりません。そういうことも含めて、市としてこれを

職員の駐車場として、借り上げるとか、そういうことも含めて考えていければということも

思っております。 

なお、合併前からちょっと模索してきたわけでありますけれども、「ラ・ラ」の空き区画、

ここに市の窓口機構を入居させてはどうかということをずっと検討してまいりました。なか

なか難しい面はありますけれども、これは引き続き検討をして、市民の皆さん方の利便性に

かなう――利便性は非常に叶うわけであります。利便性には。ですので、あとはこの市側の

対応がどうできるかを含めて検討していきたいと思っております。 

いずれにいたしましても、経営状況が素晴らしい内容だとは言い難いわけでありますので、

これをもっともっと経営改善をしていただくように。そして最悪の事態を招かないように今

後ともまた務めていきたいと思っております。 

２番目の総合計画の基本計画にベンチマーク方式ということであります。これは、昨日だ

ったでしょうか。ちょっと今、２４点ほどのベンチマークを設定してその評価をいただいて

いるところであります。すべての部分にこのベンチマーク方式をやっていけるかどうかとい

うのは、ちょっと検討を要するところでありますけれども。今、行政サービスに対する満足

度を量るひとつの方法といたしまして、市政モニター制度を導入いたしました。現在、市政

モニターを募集している段階でありまして、今のところ１９人、１０代から７０代で、男性

１１人、女性８人の応募があるところであります。これらを活用しながら、市政の改善と市

民の皆さんに対する満足度を上げていかなければならないと思っております。 

そして、先ほど触れましたけれども、「自己以外の都市の業績に注目し、比較し、評価の活

用に資する知見を得る」この手法の導入ということで、都市行政評価ネットワーク会議に加

入しておりまして、先ほど申し上げました２４事業について分析を進めて、１回目の診断的

なものが出ましたので、これはもう公表しているのか・・・（「グループウェアーで」の声あ

り）市のホームページもいずれ掲載いたしますので、またご覧いただきたいと思います。そ

の中で、先般触れましたように、ほとんどの項目は非常に高い評価を得ているわけでありま

すが、男女共同参画と情報公開だったでしょうか、ここがちょっと得点が低いというか、そ

ういう状況が出ているところであります。 

ベンチマークをどこに置くのかという、ここが非常に難しい面もありまして、私どもデー

タの蓄積もございませんので、平成１６年度の１２事業につきましては、全国の自治体との

比較分析は終わりましたので、先般先ほど申し上げました２４のうちの１２を職員には周知

したところでありますが、これから市民の皆さん方にも公開をしていこうというところであ

ります。 

ベンチマークの置く点と言いますか、部分、そしてどの程度のことをやればいいのかと、

これは研究はしてまいりますので、いずれやはり採用していかなければならないことだろう
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というふうには思っております。 

公共工事の進め方に、地元に十分な説明を行ってから、ということであります。これはも

う当然のことであります。今、公共事業と申しましても、それぞれございます。事業の種類、

規模、それぞれあるわけでありますが、どの事業におきましても、地権者や地元の関係者の

協力、承諾をなくして事業を進めることは困難でありますので、その事業の実施にあたりま

しては、地権者や地元の関係者への事前説明、そして設計協議を十分に行って了承を得て、

それから発注をしてということで取り組んでいるわけであります。場合によっては、対策協

議会の設置もお願いしている。そういう部分もあるところであります。地元の皆さん方にき

ちんとした説明をしないで、あるいは了解も得ないうえでということがもし、具体的にござ

いましたら、またご指摘をいただきたいと思っております。 

なお、今、国もこういう状況でありまして、非常に財政事情が厳しい。そして公共事業関

係は抑制という方向でありますので、地元の熟度があがっていない、こういう新規の事業は

非常に採択が難しいということです。地元が率先して取り組む。ここをきちんとやっていか

ないと事業採択は非常に難しい。そういうことも説明をしながら協力をお願いしているとこ

ろであります。 

２ 保健、医療、福祉について 

総合福祉センター強度不足の経過、そして決着。これをどのように市民の皆さんに伝える

かということであります。市報、６月１日号で設計業者をはじめとする関係者に対しての損

害賠償請求に至るまでの経過の概要をお知らせしたところであります。牧野議員のご質問に

もお答えいたしましたように、これからは非常に複雑な問題が絡んでまいります。これもあ

る程度方向が出たとか、解決したとかという部分は、主に市報でありますし、必要であれば

市民の皆さんに直接お話をする部分もあるかもわかりませんけれども、そういうことを通じ

ながら市民の皆さん方にこの経過はおおむねおわかりいただいたと思っておりますので、こ

の決着に至るまで、それぞれタイミングを見ながら詳しくお知らせをしていかなければなら

ないと思っております。けれども、先ほど申し上げましたとおり、非常に微妙な問題をはら

んでおりますし、当然弁護士も含めて、あるいは裁判になるのかならないのか。責任の所在

はいかにあるのか、どこにあるのか。このことも含めて、軽々にはなかなか申し上げられな

いことがたくさんございまして、皆さん方が満足がいくほどの情報が随時出るということで

はありませんけれども。決着した際には当然ですが、経過も含めてきちんとやらせていただ

きますし、経過につきましても、その都度公表できる部分については公表していくというこ

とで対応させていただきたいと思っております。 

「ゆきぐに健康の杜構想」と「南魚沼市健康の杜構想」の部分であります。これはご承知

のように、「ゆきぐに健康の杜構想」は旧大和町で平成１０年２月５日基本構想検討委員会を

立ち上げまして、翌１１年の３月２５日に「２１世紀に発展する大和医療福祉センターをめ

ざして」と題して、具体的な計画を発表しているわけであります。 

その構想はそれまでの大和医療福祉センターの機能に健常者や障害者が集い、スポーツ等
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を通じて心身ともに健康増進を図る機能と、そして様々な住民運動を支援する機能を加えて

そして予防・医療・福祉・介護支援・健康増進・住民活動支援の一大基地として発展させる

ことを基本理念としているところであります。 

一方で八色園の改築からスタートして、病院の改築、総合保健福祉センターの新築、高齢

者・障害者向けの町営住宅、あるいはグループホーム、共同作業所の新築、総合スポーツセ

ンター、リハビリセンター、さらには温泉センターの新築と、その名にふさわしい広がりと

連携が計画をされていたところであります。 

そして八色園の改築には着手いたしましたし、完了もいたしました。しかしながら平成１

４年からの基幹病院構想、そして１５年からの合併協議、それに１２年度からの病院経営の

悪化が加わりまして、施設の増改築計画は中断したままというのが現状であります。 

そして両構想の連続性と整合性ということでありますけれども、南魚沼市の第一次総合計

画の中では、保健・医療・福祉サービスの有機的な連携体制機能充実を目的とした旧大和町

の「ゆきぐに健康の杜構想」を基本理念として、「南魚沼市健康の杜構想」仮称でありますが、

策定しますと。「します」と謳っているわけであります。 

つまり、基本理念を引き継いで、市全体の構想をあらたに策定していこうということであ

ります。ここには前々から申し上げておりますように、基幹病院の存在が大きくあるわけで

ありまして、この構想がきちんと明らかになったうえで、それに合わせてこの健康の杜構想

をどう肉付けできるかという部分を、これから検討するというところであります。 

そこで、お話がございました、改良基金の積立金の全額取り崩しでありますが、私は前々

から申し上げておりますように、この建設改良基金の積み立ては、健康の杜構想と関係ない

とは申し上げませんけれども、位置にかかって、今の大和病院の改築、あるいは増築、それ

らを念頭においての基金積み立てだというふうに理解をしているわけであります。そして健

康の杜構想が、この基金を取り崩したからといってとんざするものではございません。先般

から申し上げているとおりであります。 

そこで、なぜ今、基金の取り崩しかということでありますけれども、病院経営が悪化をし

て、そして累積赤字が非常に多額になっていると。ここを１日でも早くこの累積赤字を解消

しなければならない。そういう意味から５億円余を今回取り崩させていただいて、累積赤字

の減額に努めたというとこであります。 

したがいまして、これを処分したから健康の杜構想に反するとか、先ほど申し上げました

健康の杜構想がとんざするとか、そういうことは全くあり得ませんので、そこはひとつご理

解をいただきたい。市民クラブの皆さん方がこのことに反対された理由は、私は未だもって

不明であります。 

３ 教育について 

教育については教育長に答弁をいたさせますが、ただフッ素の関係について若干お答えを

申し上げておきます。地域別のフッ素洗口実施状況であります。小学校では大和地域で平成

１８年度から始めておりまして、実施率が９０.４パーセント。六日町地域は平成１０年に初
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めておりまして、９４.３パーセント。塩沢地域は始めたのは昭和４０年代だったそうであり

ます。実施率が９７.１パーセントという現在の状況であります。そして中学１年生では塩沢

地域で平成６年に開始をいたしまして、実施率９５.７パーセントという数字がございます。 

フッ素の効果であります。これはもうご承知だと思いますけれども、自然界に広く分布し

ているものでありまして、私たちが普段、飲んだり食べたりするものの中にも当然含まれて

いる。今の歯磨き粉にはほとんどフッ素が入っているということです。そしてこれは、歯質、

歯の質を強化して、虫歯の出す酸に溶けにくい丈夫な歯にする。こういう効果があるわけで

あります。 

どんな歯にも効果があるということでありますが、特に生えたばかりの未成熟な歯ほど虫

歯予防の効果が期待できる。そして永久歯が生え変わる４～５歳児から始める。そして永久

歯が生え揃うまで続けて実施する。これが一番効果的な使用方法だというふうに言われてお

ります。 

う蝕り患の状況であります。平成１０年には大和地域、これは３.５から４パーセントの間

でした。それから六日町地域が２から２.５パーセントの間。塩沢地域はもうこの頃始めてお

りましたので、１.５パーセント弱でありましたけれども、平成１７年度に至りますと、六日

町、塩沢は０.５パーセントということであります。そして大和は２パーセントまでは下がっ

てきております。これはもうフッ素洗口した効果が如実に現れているということでありまし

て、そこで大和では今年度から始めさせていただいたと。 

フッ素洗口の安全性でありますけれども、これは歯科で歯質強化に使われるフッ素は濃度

や量が適正に調整されたものでありまして、安全性については全く心配がない。そしてフッ

素の過剰摂取による影響としては、歯と骨のフッ素症があるそうでありますが、これは過剰

量のフッ素を連続して摂取した場合に起こるということでありまして、フッ素洗口では口の

中に残るフッ素量は非常に微量でありますので、過剰摂取になることはまず、全くと言って

いいほどないということであります。安全性については多くの専門家もそれは認めていると

ころであります。一部にこれを認めないといいますか、そういう皆さん方もいらっしゃるよ

うでありますが、極もう少数になってきているということだけは事実だと思っております。 

大和では１８年度から保育園と小学校で実施開始となりまして、今も継続をしている。中

学校につきましては、先ほど申し上げました、塩沢の１年生だけでありますけれども、六日

町、大和の中学校での実施につきましては、今後、保健課と学校側で協議をしていきたい。 

あとの教育関係につきましては、教育長に答弁させます。 

４ 産業振興について 

産業振興についての、農林公社を利用して農地を取得したこと。このことでありますが、

認定農業者が農林公社の農地保有合理化事業を利用して農地の取得をしますと、農地を最長

５年間農林公社に預かってもらいまして、取得を繰り延べるということができる。こういう

集積を促進するための措置が講じられておりますが、ご指摘のようにこの公社預かりの間に

農業法人を設立して法人への農地の権利、認定業者を移しますと、従前の権利は消滅して、
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再度法人でこの農地を取得しなければならないという、ちょっとこういう不合理が出てまい

りますので、改善をしていかなければならない。農林公社とのまた調整も必要でありますが、

これはやはり改善の必要を感じております。 

また、農業生産法人の役員要件として、農地法では農家の常時従事者として、１５０日以

上従事する。あるいは構成員の役員の大半――従事する人が役員の過半を占めているという

ことですね。構成員のうちの役員が年間６０日以上農作業に従事しなければならないという

ことが規定をされておりますが、農業をきちんとやっていこうという人が組織をする。こう

いうことでありますので、そういうことも含めて農業にそう関係のない皆さん方を締め出す

という言い方はおかしいですけれども、そこに立ち入るのを規制するという。いわゆる認定

農業者が法人を設立する際にやはりそういうことが必要だということで、要は認定農業者の

法人を設立する際の特別障害に法人の役員要件が立ちはだかっているという認識は特にござ

いません。 

ただ、巷間言われております、例えば株式会社による法人の設立とかという農業以外の皆

さん方がこの法人を設立するという際の規制的な部分をここに課しているわけでありまして、

実際農業をやろうと、農業をやっているという皆さん方がこの法人を設立する際には、これ

が特別障害になっているというふうには今のところは認識をしておりません。 

ほ場整備の条件に認定農家の誕生、あるいは集落農家の実施が前提条件となっている。こ

のことは平成１５年１２月に策定をされました「米政策改革大綱」によりまして、水田農業

の構造改革の加速化を図る観点から、従来の整備率向上を主目的とした事業体系、これはい

わゆる整備だけすればいいというその目的体系をあたらめまして、農地の利用集積、経営体

の育成、これらを目的とする「経営体育成基盤整備事業」創設をされました。 

そして１８年度からは集落営農組織の育成を効率的に推進するという目的から、「集落営農

育成基盤整備事業」も創設をされたわけであります。認定農業者、集落営農組織の育成目標・

農地の集積目標面積、これが要件として折り込まれている。画一的な事業から農業構造改革

の推進を図るための事業へと変わってきているというふうに認識をいたしております。 

市内におきましても、数箇所の地域でこの「ほ場整備事業」の取り組み希望があるという

ことは伺っておおりますが、先ほど触れました、単にただ狭いより広い方がいいというよう

なことだけでのほ場整備事業は今後は採択をされなくなるということであります。この我が

市の基幹産業であります稲作農業の持続性の確保、そして食料自給率の向上、これらを考え

ますと、今ほど申し上げましたとおりある程度はプロ農家である認定農業者や集落営農組織

等に農地を集積して、効率的・効果的な生産体制を構築すること。これは必要不可欠です。 

しかし、そこにもれた方と言いますか、小規模で自主的に農業をやっていこうという皆さ

ん方に対する部分をすべて切り捨てるということではありませんので、それはそれなりにま

た個々の事例の中で相談をしていきたいということであります。 

５ 基盤整備について 

都市再生モデル事業の概要と市の公共交通システム。この基本的な考え方であります。こ
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れは平成１４年に決定をされました「全国都市再生のための緊急措置～稚内から石垣まで～」

というタイトルだそうであります。この一環として、「先導的な都市再生活動」を行うＮＰＯ

法人、あるいはその他団体、地方公共団体を支援する事業でありまして、地域が「自ら考え、

自ら行動する」これを基本にしているところであります。 

平成１８年度中に実施可能なものにつきましては、意欲の高さ、あるいは発想の新しい着

眼点、創意工夫、閉塞状況の打破の方向性、独自性、これらが評価をされるところでありま

して、本年４月３日付でこの募集がありましたので、合併後の地域資源を活用した「都市の

活性化を図るための市内公共交通システム構築」の調査を提案いたしまして、全国５４１件

の提案に対しまして、１５９件が選定、採択された。その中に私どもの市のこの本案が採択

されているということであります。 

そしてこれをどう活用していくかということでありますけれども、この生活交通確保対策

は旧３町でそれぞれ取組に相違がありますが、合併調整の中ではまだそこはきれいに調整を

されておりません。そのために地域バランスの欠如、あるいは運行方式の相違、委託契約方

式等の錯綜、これらが生じているのが現状であります。また、国・県の補助路線との重複、

料金価格の問題、あるいは通学、通園の運行基準のアンバランス、それから市立病院無料患

者送迎バスと民間業者への影響等々で多くの調整すべき課題があります。今後引き続きこの

事業をきちんと進めていくためには、やはり市民の皆さんの理解、そして民間事業者の理解

が何よりも不可欠であります。 

これらを構成員とします「南魚沼地域生活対策調整協議会」を設置させていただきまして、

先ほど申し上げましたような問題点を整理したいと考えております。このモデル事業につき

ましては、この協議会で受託をするということになっております。やはり生活交通、公共交

通とでも申しましょうか、このシステムはやはり私たちの市の活性化に直結する問題であり

ますので、まずいろいろの課題点を整理して、そして市民にアンケート――これは実施して

いかなければなりません――それをしながら中心市街地の活性化、そして均等な保健・医療・

福祉サービス、合併後拡大した観光資源や公共施設の利活用。これを目指した公共交通シス

テムを模索していいきたいという考えでありますので、よろしくお願いを申し上げます。以

上であります。 

○教 育 長  ３ 教育について 

寺口議員のお尋ねにありました教育の部分について答弁を申し上げたいと思います。まず、

学区の再編の関係であります。昨日いろいろ議論になりました五十沢小学校の件につきまし

ては、これは旧六日町教育委員会の時代から結論が出せずに先送りになってしまった。施設

の老朽化が進んでいるために、この長期的展望に立ったというふうな中には含めることはで

きないというようなことで、ご理解をいただきたいと思いますが。長期的展望に立っての学

区の再編について、どういうふうに考えるかと、こういうことでございますので、基本的な

考え方を申し上げたいと思います。 

ひとつには、やはり児童生徒数の動向に注目してまいりたい。それから今に始まったこと
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ではないと思いますが、今、いろいろと新聞等で言われております大きい集団には馴染めな

い子供たちが増えているという、このことにも注意をしてまいりたい。それから昨日も申し

上げたことでありますが、学校と地域との関連性。地域の文化・伝統というふうなことにも

配慮していきたい。それから、もちろん保護者の意向ということも大切にしなければならな

い。加えて、今ある校舎、体育館の老朽化等々の状況にも、当然のことながら気を使ってい

きたいということであります。 

それから、今後出てくるであろう課題といたしましては、例えば学校選択性というふうな

こと。あるいは、中高一貫校、これが今後この地域でどうなるかということにつきましては、

この後、関常幸議員の質問に対して答弁したいと思いますが、こういったことへの対応も考

えていきたいと思います。今現在、各学校が取り組んでおります特色ある学校づくり、これ

の将来的な見通しというふうなことも総合的に考えながら、長期的展望にたって検討してま

いりたいと、このように考えております。 

それから、フッ素洗口の件であります。市長から詳しく答弁がありましたように、私ども

といたしましては、安全なものだと確信しておりますし、なおかつ大きな効果があるという

ことから、今後とも継続して実施してまいりたい。ただ、今現在もそうでありますが、希望

しない方にまでも強制できるものではないということで、希望者に対して今後とも引き続き

実施してまいりたいと、このように考えております。 

それから、３点目の公民館や体育施設の利用方法への市民の意見はどうだということであ

りますが、この点につきましては、大原運動公園のテニスコートの空き状況がなかなか掌握

できていないと、こういうふうなご意見、苦情は頂戴しておりますが、その他のことにつき

ましては、特段ご意見があるというふうには私は承知しておりません。以上でございます。 

○寺口友彦君  それでは再質問させていただきます。 

１ 行財政改革、市民参画について 

まず、行財政改革、市民参画の１番目、第３セクターの問題であります。市が３億円を出

資しているということは、市民の皆さまから見れば市が投資をした分について、当然市税と

なって市に帰ってこなければその投資の意味はないだろう、というふうに考えるのは自然だ

ろうと思っております。 

そうした場合について、市の方は、収入役が非常勤でありますけれども、監査役というこ

とになっておりますけれども、経営の内容云々についてということを実際テナントに入って

いらっしゃる方々から聞きますと、市の関わり方が弱いのではないかと。実際に街づくり会

社の役員の方を見ますと、最終的には市が面倒をみてくれるからというような思いがあるの

ではないかと。そうとられるような考え方だというふうに聞いております。 

そうした場合に市長がおっしゃるように第３セクターというもので見た場合については、

まあまあかなと言いながら、一般の企業としては非常に問題があるというわけです。ですの

で、市がどれほど関わらなければならないかということになれば、監査役の役割を大いに活

用するべきであると私は思っております。毎月１回の資金繰りといいますか、そういう会議
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が行われていないとするならば、そういうものを開いていただいてそこに監査役が行き、こ

れはこうするべきではないか、というような指導をしていかなければ、なかなかその会社の

体質は変わらないのではないかと思っております。 

万が一ということはあってはならないわけでありますけれども、そうした場合については、

３億円出資をしているだけではなくて、今現在会社が持っております債務について、市がそ

の出資分の割合かどうかわかりませんけれども相当の部分を負わなければならないというこ

とになりますと、３億円を投資したという意味が一体どこにあったのかというふうに市民の

皆さまからご批判を受けるわけであります。 

そういう面で私はこの「ラ・ラ」をなくせと言っているわけではありません。経営改善に

関して、市がやはり大きく関わっていかざるを得ないだろうと。今、何もしていなくても、

結局最終的には負担は市にくるわけでありますから、大いに監査役というものを利用して、

私は経営に関わっていくべきだろうというふうに思っております。 

２番目のベンチマーク方式ですけれども、確かに市長おっしゃるようにいろいろな事業に

数値目標を設定するのは非常に難しいものがあります。しかしながら、市民満足度を量ると

いうことは、例えばある事業はやってみたけれども、進捗度７０パーセントまできた、しか

しながら市民の皆さまの満足度は得られないというようないろいろな方法もありますけれど

も、そうした場合についてはその事業を取りやめると。市長は所信表明の中で変えることを

恐れずというふうに言っておりますので、私はそれくらいの判断をする材料として、やはり

市民満足度を図る方法をもっと精密に研究をしていくべきだろうと思っております。 

その行政評価について第三者機関にお願いをしているわけでありますけれども、私はやは

りサービスを受ける市民の皆さまがまず一番にそのサービスに対してどう思っているか、そ

れが一番だろうと思います。そこら辺をいかに量り、事業のローリングに生かしていくか。

そういうところを研究すべきであろうというふうに思っております。 

それから３番目の公共工事、特定の事例についてどうかというのもありますけれど、実際

私の君沢のところに１件ありました。いきなり重機が来まして工事が始まる。区長も知らな

い。住民も知らない。何だろうというような事業がありました。大崎地区でもそういう事業、

いきなりやぐらが建ったというのがありました。 

聞いてみれば、確かに大崎地区の部分については業者が回りましたというけれども、公共

工事云々ではなくて、その工事は全く必要なものであります。それはやはりその地元の方が

お願いをして、市が認めて、これだけの予算を付けて実行するわけである。しかしながら、

その進め方の部分について、例えば前面交通止めがあったり、片側交互通行があったり、通

学路であれば子供達の通学にあうと。そういう場合について地元の協力が必要になるわけで

ありますから。そうした場合について、これこれこういう工事がいつから始まります。これ

については協力をお願いします、というような部分が、やはり文書なりでやってしかるべき

ではなかったかというように思っています。 

六日町の駅裏の近くで下水道の工事がありました。それについて、ポストの中にこれこれ
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の工事がいついつから始まります。そして地図もありました。その中にちゃんとマーカーで、

ここからここまでであります、市民の皆さまにご迷惑をおかけいたしますが、というような

お知らせがきたわけであります。そうすると、あそこではこういうのがあったけれど、こち

らはしていないというようなのであれば、おい、どうなっているのだ、と。合併したから、

やはり六日町が中心なのか、と言われてもしかたない部分もあります。そういうことがない

ように。 

公共工事そのものは必要でもありますし、やってもらって大いに結構である。しかしその

進め方の部分でやはり細心の注意を払っていかなければ、市民の皆さまから、あんな工事必

要ないのではないか、というようなことにもなりかねないわけですから。そこら辺を注意し

ていただきたいという思いであります。 

２ 保健・医療・福祉について 

それから、健康、医療についてであります。１番の経過については市報で行っていくとい

う考えでありますので、確かに６月の時点での市報を見れば、これこれやりました。どうな

りますかなどという結果なんてわからないわけですけれども。やはり定期的に年に１度であ

るとかというかたちで、市報できちんと知らせていくというわけでありますので、その方向

で進めていただきたいと思っております。 

健康の杜構想について、市民クラブがなぜ５億円取り崩しに反対をしたか、という理由が

市長にはおわかりにならないという部分であります。これは和田代表が申し上げましたよう

に、この改良積立資金につきましては、旧大和時代に非常に苦しい病院経営をしながら、病

院の例えば雨漏りがするとか、エアコンが壊れたとか、そういうものも含めてそのためにと

ってきたものであって、それを使わずにやってきた部分もあるわけです。それを細かな説明

もなしに、いきなり累積債務の方の返済に充てるということについて、いかがなものか。 

実際、八色園の跡地にリハビリセンターをつくたわけでありますけれども、そういうこと

に対してその資金を使っていくと、それだったらば理解を得られると思いました。しかしそ

うではなく、債務の方の返済に充てるということについては、もう少し説明があってもよろ

しいのではないかという部分がひとつ。 

もうひとつは佐藤議員が申しましたように、本来、病院の改良に充てるその資金です。で

は今度大和病院が今非常に、老朽化してどこどこが悪くなってきたという場合について、そ

うの資金はどこから出すのだと。もちろん一般会計から入れるのでありましょうけれども、

そのためにとってきたお金ではないかと。そういうものを修繕に使っていくというのが筋で

はないか。というような考え方の２点で反対をしたわけであります。 

確かに市長が言うように、「南魚沼市健康の杜構想」の中に発展をさせていく。ただし、基

幹病院という問題があるので、その基幹病院の問題がある程度解決をしなければ、その概要

というのは出せない。それはそのとおりでありましょうけれども、やはり病院を核としたそ

ういう健康の杜構想ではあるでしょうけれども、それを基幹病院抜きにしても南魚沼市はこ

ういうかたちで健康の杜構想を発展させていくのだということの概要を、先に示しておくべ
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きではないかというふうに私は考えております。 

基幹病院の概要については、おそらく近年中には出てくるのではありましょうけれども、

その以前に私は、出しておく。その結果、基幹病院がこういうかたちで決着をしたので、こ

の病院構想の事実はこの辺を修正します。というくらいのことを先にやっておくべきではな

いかというふうに思っております。 

３ 教育について 

それから教育についてであります。教育長の方が、長期的な展望になく五十沢地区の再編

は考えたということであります。長期的云々については、という部分でありますけれども、

昨日のやりとりなどを見ていますと、地元に住んでいらっしゃる方にとって学校というもの

は、やはり心の拠り所と申しますか、そういう部分は非常に大きいわけであります。そうす

ると、子供の減少数はもちろんその長期ビジョンの中に入りますけれども、地元の考え方、

気持ちというものを大きく組み込んだようなかたちでの長期ビジョンをつくっていくのだと

いうところを先行させるものはやはり地元の考え方であるということがお聞きしたかったわ

けであります。 

次に、フッ素でありますけれども、これの有効性については、実は塩沢の歯医者さんから

指導をいただきました。さらにそれを発展させていくという考えはないのか、という質問と

いいますか提案を受けましたので、そこで市の方はどの程度かなと思っていたわけでありま

す。フッ素洗口が非常に有効であり、それを強制はしないけれども進めていくという考え方

でありますので、さらに一歩踏み込んで、さらに虫歯対策として有効なものはないかという

研究も合わせて進めていくという、そういう姿勢が大事ではないかなというふうに、私は考

えております。 

それから３番の公民館や体育施設の利用方法については、格段クレームがついたというも

のはないというのでありますけれども、実はある会合で塩沢地区館の方に、この日曜日の夜

でありますけれども７時半から会議をやろうということで行ったわけですが、鍵の所在がな

かなかわからないと。窓口のところに置いてありますということですけれども、それを探す

にも３０分くらいかかったというような状況であります。夜ですので、職員を置けとか何と

かは言いませんけれども、これこれこういうような使い方であるということを、もっと地域

住民に知らせていくという、そういう作業が足りなかったのではないかというふうに私は思

っております。 

だからそこに管理人を置けというような無謀なことを言っているのではありません。使い

方としてこうである、ということをもう少しわかりやすいように、きちんとあそこに書いて

おくと、そういう作業が必要ではないかなというふうに考えております。 

１２時を過ぎましたので、急げという視線がきておりますので。なかなか急げないという

事情もあります。 

４ 産業振興について 

産業振興についてでありますが、議長が「うん」と言いましたので手短にします。この部
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分について市長から十分な説明をいただきました。私がこの部分を出したというのは、実は

農家でない方、農家でない方に実は素晴らしいアイディアを持っている方がいるわけであり

ます。そういう方たちをただの株主ではなくて、取締役役員として中に取り込んでいって、

そして――農業法人などというと、特殊な会社のように見えますけれどもようするに一般の

株式会社であります――その株式会社が元気になっていただいて。もちろん認定農家という

のはプロでありますから、実際の米作りについてのプロの技術を発揮していただければいい

わけで、認定農家などというのはおいておけと言っているわけではありません。 

やはり一般の方々のそういうアイディアを取り込むためには、今の役員の要件というのは

非常にひっかかるものがあります。そうした場合について、この優良米の産地である、日本

一高い米を生産している南魚沼市で、こういうような要望が出てその会社が成功していると。

その結果、雇用も増えたし、市税として非常に潤っていると。市にとって非常にいいことだ

というような宣伝をつくっていく、私は絶好のチャンスだと思っているわけです。 

ほ場整備については、そうした場合についてもなかなかうちの地区は、３畝とか５畝とか

そういう田んぼが非常に多くあるわけです。そうした場合については、ある程度ほ場整備を

先行させなければ、なかなかそういう会社が来て、では俺達がやろうかと言っても非常に負

担が多いという部分があります。そういう面で市として、なんとかそのほ場整備を先行させ

るような方法を考えていくという、そういう姿勢も大事ではないかなというふうに思ってい

ます。 

産業振興ということは、農家でない市民の方から見れば、いくら投資をして、いくら返っ

てきたのだという部分を絶対見るわけであります。例えばＪＡ魚沼みなみに対してラック式

低温倉庫を導入するについて、血税を投資しているわけです。ではその血税の分だけ魚沼み

なみさんが営業成績があがって、いくら市の方に税金として返ってきたのだというふうに言

われれば、なかなか答えづらい部分もあると思います。 

これからは、そういう目でものを見られるわけです。教育や医療や福祉というものについ

ては、なかなかビジネスと直結した部分はありませんけれども、産業振興となればそういう

わけにはいかない。市がこれだけ投資をしたら、それだけ返ってくるというようなところが

なければ、先ほどのベンチマークでありませんけれども、市民満足度を得られない。そんな

事業止めてしまえということになりかねないわけで、そういう部分で市として何か研究をし

ていただきたいという思いであります。 

５ 基盤整備について 

基盤整備については、基本的な考え方という部分で一言だけ言わせていただきます。やは

り今、民間バスが走っております。非常に乗客も少ないという状況であります。そういう路

線を全部含めて市が担当しなければならないような、そういうような状況にならないように。

やはり今まで、民間路線を担当した民間路線のバス会社も利用しながら、市がそれを負担も

なく、かつ市民サービスの向上につながるような、そういうような考え方でシステムを構築

していくのだと。そういうようなお考えを聞きたいと思います。以上で再質問を終わります。 
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○議   長  寺口友彦君の再質問に対する市長の答弁を求めます。 

（「休憩」の声あり） 

○議   長  それでは暫時、昼食のため休憩といたします。休憩後の再開は１時１０分

といたします。 

（午前１２時０８分） 

○議   長  休憩前に引き続き、本会議を再開いたします。 

（午後１時１０分） 

○議   長  一般質問を続行いたします。寺口友彦君の再質問に対する市長の答弁を求

めます。 

○市   長  寺口議員の再質問にお答えを申し上げます。 

１ 行財政改革、市民参画について 

まず最初にこの街づくり会社の件でありますが、収入役がご指摘のとおり、監査役として

ここに関わっているわけでありますが、以前は助役も――六日枚時代ですけれども――取締

役として経営に参画したといいますか参入していたわけでありますが、私が就任した当時、

それは引き上げさせていただきました。そしてその後、収入役が監査役ということでずっと

送り込んできているわけでありますが、おっしゃるとおりでありますので経営改善等につい

ても、適切に指導していただくように、また平賀収入役からもお願いしたいと思っておりま

す。 

なお、万が一という部分であります。法律的には３億円の出資がむだになるという部分で

一般論は終わるわけでありますが、入念に調査をいたしますと、当時街づくり会社の設立に

主導的な役割を果たしたのは町であります。そして初代社長も当時の町長が勤めたというよ

うなこともありまして――これは万が一ですから、ないようにしなければならないわけであ

りますが――そういう事態を招いた場合には、同義的な責任は免れないという専門家の指摘

も受けているところであります。そうならないように、賢明な指導を含めて経営改善に努め

ていくようにやっていかなければならないと思っているところであります。 

２番目のベンチマーク方式であります。おっしゃっていただいたように、なかなか設置を

する部分というのが非常に難しいわけでありますが、やはり研究はしていかなければならな

い問題だと思っております。当面は、先ほど申し上げましたように、モニター制度の活用、

あるいは市のホームページとか、いろいろな場面を通して市民の皆さん方の意向、考え方、

これをきちんと把握をしながら執行にあたっていくということであります。 

事業が進捗している事業であっても、市に必要ないという判断が出る場合は、これはおっ

しゃっていただいたとおり、中止あるいは先送りとか、そういうこともやむを得ない処置を

して出るやもわかりませんが。今のところはまだそういうことには至っておりませんけれど

も、それらもきちんと精査をしながら執行にあたっていきたいという思いであります。 

公共事業の進め方の関係で具体的に君沢、大崎でというお話がありました。これがまた私

ども、市の発注工事であるか否かちょっとわかりませんけれども、そういうことのないよう



 - 34 -

に、私どももそうですし、また業界の皆さん方にもきちんとした指導を今後ともやっていき

たいと思っております。また何かございましたら、ご指摘をいただきたいと思っております。 

２ 保健・医療・福祉について 

福祉センターの件でありますけれども、これはおっしゃったとおりでありまして、報告す

べき内容、事態が生じればやはり報告していかなければならないわけであります。その都度、

その都度でありますが。これも先ほどもうし上げました非常に微妙な問題も含んでおります

ので、どういう内容をどういうふうに公表できるかというのは、今のところまだ不明確であ

りますけれども、極力公開をして、市民の皆さん方にご理解いただくように努めてまいらな

ければならないという思いは持っておりますので、よろしくお願いいたします。 

「ゆきぐに健康の杜構想」の件であります。説明もなしにという、議会の皆さんには確か

議案を出したときに説明。その前に病院事業の運営委員会の中でも、事務長から説明をし、

私の方からもお話申し上げておりまして、ただそれ以前、それ以上の説明は確かにやってお

りません。そして、今後大和病院の改築、あるいは補修、修繕の財源につきましては、当然

でありますが、病院事業会計あるいは一般会計からの補助、繰り出し、それらで対応してい

くわけでありますし、例えばちょっとした修繕とか、補修的なことをいちいちこの積立金か

ら取り崩しながらやっていくという手法は今までもとっておりませんので、これは全く問題

がないというふうに認識をしております。大幅な、大きな修繕、あるいは改築等が発生すれ

ばまた別問題でありますが、今のところはそうには至らないだろうと。ただ、そういう事態

が発生した場合は、病院事業会計、あるいは一般会計の中で処理していかなければならない

ことだと思っております。 

そして、基幹病院構想が出る前に私どもの構想を出すべきだと。これは、私どもの構想を

出して、今度は基幹病院の構想が新たに出てきて、また手直しが確実に必要になるわけであ

りますので、私はそうは考えません。そう先の長い話でありませんので、基幹病院構想が出

てきた時点でそれに合わせて、この健康の杜構想をどうそこにまた肉付けしていくかという

ことをきちんとやっていくべきだというふうに考えております。今のところは、大まかな六

日町病院への考え方、あるいは大和病院、城内病院的な部分は文言として出す程度でありま

す。 

具体的な部分は先ほど触れましたように、基幹病院の具体的な姿を見てそして対応しなけ

ればならない問題だと思っております。これは見解の相違ということになるのかもわかりま

せんが、ご理解をいただきたいと思っております。 

３ 教育について 

フッ素はそのとおりであります。 

４ 産業振興について 

４番の産業振興の法人役員云々でありますけれども、確かに異業種と言いますか全く専門

以外の方がその事業を見たときに、素晴らしいアイディアを出したり、考え方が固定されて

いませんのでそういう部分では非常にいいと思うのです。しかし、今、農業をめぐる問題と
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いうのは、ちょっと先ほども触れましたが、例えば株式会社に農業経営をさせる。農地取得

を認める。これについても、非常に先を憂慮しすぎて、産廃置き場に使われちゃ困るとか、

あれやこれやといろいろな話があるわけでありまして、やはり農業者、農業を専業にやって

いらっしゃる方たちの立場やそういう部分を、ある程度保護する、守るという意味でこうい

うことが今なされていると思います。 

そういう懸念が全く払拭されれば、自由な考え方や幅広い考え方を持つ人たちがその経営

に参画するというのは、私も特別悪いことだとは思っておりませんので、いずれはやはりそ

ういう方向へ行くのだろうと思っております。当面はある意味では認定農業者やそういう皆

さん方の保護というと失礼ですけれども、そういう措置ではないかという、私のこれは個人

的な考え方であります。 

２番目のほ場整備関係。今、旧六日町では、いわゆる畔抜き工事。小さい田んぼがいくつ

もある部分を畔を抜いて１枚の田んぼにするという、これについて町で単独、市になってか

らもまだ今もやっているね。（「はい。やっています」の声あり）こういうことで対応してき

た経過もあります。ただ、２０町歩、３０町歩の部分をこれをやるということではありませ

んで、本当に個々の対応でありますから。 

今ほどこれも申し上げましたように、集落とか、あるいは担い手とか、経営体育成とか、

こういう部分を育成するためにという事業がそういう方向に変わってきておりますので、

個々が使い勝手が悪いからほ場整備してしまおうという部分は、非常に補助事業として採択

される可能性も低くなってきているということは事実であります。 

そこに市が単独でそういうほ場整備事業に補助金を出しながら対応できるかといいますと、

これはできません。できませんというかやりません。やりませんので、そういう部分があっ

て、皆さん方でそういう気持ちになっていらっしゃる方は土地改良区とも相談いただいて、

やはり団体であれ、県単であれ、そして一般的な公共的な部分であれ、これはそういうかた

ちで進めていっていただかないと、なかなか対応ができていかないということであります。

ですので、これも個々具体的な部分はまた担当課に話をしていただければ、対応できる部分

は対応させていただきますのでよろしくお願いいたします。 

５ 基盤整備について 

あとの５番目の都市再生モデル事業。これについてはおっしゃるとおりでございますので、

そういう方向で私どもも。ただ、今、民間でバスを回している路線も、ほとんどの路線が赤

字でありますから、県も国も市も補助を出しながら、その路線の運営維持をしているわけで

あります。 

そこを、例えば廃止する、事業者が止めたという場合ですけれども、そこはやはり市とし

て、ある程度の交通機関の確保というのは必要になりますので、そういう前後がないように

先ほど申し上げました「南魚沼地域生活対策調整協議会」この中できちんと調整をしながら

この事業を進めていくということでご理解いただきたいと思います。以上であります。 

○教 育 長  ３ 教育について 
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教育の部分につきまして答弁を申し上げます。まず、学区の再編で、地元の意向をしっか

り聞けと、こういうご指摘だったと思うのでありますが、昨日の五十沢小学校をめぐる議論

の中で、そういうことに対して不安を持たれたのかなと思いますので、繰り返しになります

が若干お話をさせていただきたいと思います。 

昨日も申し上げましたが、五十沢小学校につきましては、校舎の老朽化。躯体だけではあ

りません。設備等々すべてにわたってでありますが、老朽化が進んでおりまして、ここで十

分な時間をかけてということができない状況が控えておると。こういう判断に立ちましたの

で、教育委員会では保護者の皆さんの意向を聞いたうえで方向を出そうと、こういうふうに

いたしまして方向を決めまして、小学校、あるいはその後になりましては保育園の園児を通

わせておられる保護者の皆さんの意向を聞いて、方向を出したと。地域の皆さんへの説明に

ついては、これから十分やっていきたいと、こういう考え方で進んできたところであります。 

しかし、その他につきましては、先ほどちょっと申し遅れましたが、今年、平成１７年度

からの繰越で８つの体育館、屋内体育館の耐震補強をやります。それから、８つの小学校、

２つの中学校でこれから順次計画を立てまして、耐震補強工事を行ってまいります。これら

を行いますと、多少施設の面では時間的にゆとりが生じてくるというふうに考えております

ので、今後の学区の再編ということにつきましては、保護者の意向はもちろんでありますが、

地域とも十分意見をいただく中で考えてまいりたい。基本的には、先ほど申し上げたような

ことが検討の要素になってくるだろうと、こういうことでございますのでご理解をいただき

たいと存じます。 

それから、フッ素洗口でさらに有効な方策を研究しろと、こういうご指摘でありました。

保健課と十分相談しながら、適切、有効なものがあって、そう手間かからずにできるという

ことであれば、また対応してまいりたいと、このように思っております。 

それから、公民館の鍵の件でありました。公民館の鍵の保管等々につきましては、合併前

と全く変更していないのでありますが、しかし、不都合があったということでありますので、

お詫びを申し上げたいと思います。もっとも、どうして今のやり方になっているかというこ

とについての検証もさせていただかなければならないと思いますが、そのうえで改善すべき

ところは改善してまいりたい。地域の皆さんから使っていただくためにあるわけであります

から、使っていただくのに支障があるというふうなことであれば、改善してまいりたいと、

このように考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

○寺口友彦君  残り時間５分ということでありますが。５つの項目について質問させてい

ただいたわけでありますけれども、すべてに共通するということは、市のサービスについて、

そこに市民の皆さまの意向をいかに反映していくかということが、非常に大事になる部分で

あります。 

産業振興についても、農家でない方もいらっしゃいますし、当然、農家保護というのも大

事になるわけであります。しかしながら、市全体がその財政再建に向けて動き出している中

で、ある一部だけを特別視するというわけではありませんし、また一部の人の意見だけを重
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用をするというわけでもない。やはり市民の皆さまの意見をいかに取り込んで事業を発展さ

せていっていると。だめなものは止める。ある程度いいものは取り入れていくという方向で

あると私は思っております。 

厳しい財政運営を任されている井口市長は、常に苦悶の表情で市長室におられると思いま

すけれども、その表情が晴れやかになるように、市民の皆さまの声をひとつひとつ聞いて、

それを市政の発展に生かしていってもらいたいと思いますので、その辺についての市長の考

えをお伺いします。 

○市   長  お気遣いありがとうございます。市民の皆さまの声を聞きながら、それを

生かす市政をやっていく。これはもう当然のことでありますので、それに徹したいと思いま

すが、ある意味では大衆迎合ということにならないように、これもまた気をつけなければな

らないことです。日々、自分を律しながら、一生懸命務めたいと思っておりますがよろしく

お願いいたします。 

○議   長  質問順位２１番、議席番号６番・関常幸君。 

○関 常幸君  午前中よりの傍聴、ご苦労さまです。通告にしたがい、２点質問いたしま

す。 

１ ショッピングセンター「ラ・ラ」について 

１点目は駅前ショッピングセンター「ラ・ラ」すなわち六日町街づくり会社について質問

いたします。この件については、前の寺口議員が市の関わり方について質問し、市長から話

されましたが、それをふまえて質問したいと思います。 

９月の定例議会ですので、実りの秋、豊作の秋、収穫を喜ぶということで、農業問題、農

政問題を準備しておりました。ところが産業建設委員会、所管事務調査の報告に１１ページ

にわたりショッピングセンターの「ラ・ラ」の現状、貸借対照表、損益計算書、質疑応答の

模様が記され、本会議初日に報告されました。その報告を聞き、私は直感して「ラ・ラ」は

危ないのかな。南魚沼市６万３,０００人の中心街、六日町駅前が空洞化するのではないか。

空洞化させてはいけないという強い思いから質問に立ちました。 

皆さんもご存知のように、ショッピングセンター「ラ・ラ」は地元の期待を一心に担い、

平成８年１２月に六日町駅前の商業の中心として、六日町、地元企業、中小企業基盤整備機

構の３者の協力を得てオープンし、今年の１２月で１０年目を迎えようとしております。当

時、浦佐の商店街は客足が遠のき、商店街に活力がなくなる中で、新幹線駅があり、毘沙門

堂があるのに何で活力がなくなるのだろうかと思っていましたので、町の中心、駅前をより

賑やかにするという六日町の対応に、ある種の嫉妬と同時に、さすがに六日町だな、と羨ま

しかったことを覚えております。 

しかし、オープン直後から郊外に大型ショッピングセンターが相次いで進出し、設立時の

収支計画を大きく下回る結果となりました。よく１０年間もったな。いや、もたせたなとい

うのが私の率直の感想です。企業であれば、会社であれば、いつ倒産しても、撤退してもお

かしくない経営状況であり、今もその環境は変わっておりませんが、経営者の懸命な努力と
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地元企業やテナントの皆さんの血の出るような汗と努力で、市長、話がありましたように、

平成１５年度より当期純利益で黒字を出してきております。 

南魚沼市の玄関口、六日町駅に立地するショッピングセンター「ラ・ラ」。そしてここ数年

六日町駅前商店街に人が戻ってきたように感じております。駅前通りを空洞化させてはいけ

ない。当市の中心街として、より活性化させるためにもショッピングセンター「ラ・ラ」の

存在は大切です。 

そこで市長に伺います。寺口議員の質問にもありましたが、県の考えは条件変更して、経

営は良好だよ、市も事業費の補助金、屋上での活用、「ラ・ラ」の空き地区に市の施設を入れ

ていきたい。それから監査についてもしっかりと経営指導をしていく。そしてまた、万が一

ということも話されました。それで私の強い思いが払拭されていないわけであります。まち

づくり、市民のことを思ったときに、今の市長の答弁ではなくさらなる私の思いに通じるよ

うな答弁を市長に伺います。 

２ 中・高一貫教育について 

２点目は、学力向上という視点で中・高一貫教育について伺います。新潟県が教育後進県

と言われている理由に、大学進学率の低いことが挙げられております。本県の大学進学率は

ずっと最下位かビリから２番目に位置しておりました。しかし、平成に入り、全県学区の国

際情報高校、単位制の高校、理数科のクラスの設置と多様な教育で子供たちの無限の力を引

き出し、子供たちの自己実現のため県及び県教委は懸命に教育改革を行い、平成５年に２４.

５パーセントだった本県の大学進学率は、平成１７年に４０.３パーセントとなり全国順位も

ビリから２番目の４６位から３２位に上昇するなど、一定の効果をあげてまいりました。 

県教委はさらに子供たちの学力向上のために平成１４年度より中・高一貫教育を導入して

まいりました。１４年度に村上中等教育学校、阿賀黎明中高、１５年に柏崎、１６年に燕、

１７年に魚沼の津南、１８年は上越の直江津、あと佐渡、長岡、新潟で計画されております。

私立の明訓高校も１９年度から導入すると聞いております。 

昨日も五十沢地区での小学校の統合について一般質問があり、執行部と厳しい応酬があり

ました。それは誰もが子供たちの教育環境をよくしてやろうということから起きているから

です。 

そこで伺います。提案をいたします。少子化により子供が減少していく中で、今後、塩沢

商高、六日町高校、八海高校とクラス数の減少が必然的に発生し、クラス数の縮小はやむな

くなってきます。そういう現状の中で子供たちの学力向上と子供たちの将来の夢の実現のた

めに、３高校に２クラス程度の中・高一貫教育を提案いたしますので、考えを伺います。 

また、国際情報高校については昨年の秋、魚沼市で開催された知事とのタウンミーティン

グで知事がこう発言しております。医師不足の解消策のひとつとして、国際情報高校の中・

高一貫化を検討したい。対してどのように考え、当市の首長としてアクションを起こしたの

か伺います。壇上での質問を終わります。 

○市   長  関議員の質問にお答えをいたします。 
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１ ショッピングセンター「ラ・ラ」について 

ショッピングセンター「ラ・ラ」についてであります。内容につきましては、午前中の寺

口議員に申し上げたとおりでありまして、気持ちはその際に申し上げましたが、できる限り

の方策をもってとにかく継続的に経営をしていっていただきたいと思う気持ちは誰よりもあ

るところであります。が、万が一という話も出ましたので、万が一の場合はこうだというこ

とであります。 

そこで、今も若干の動きもありまして、そういうことも踏まえながら、入居者の、入居者

といいますか、あそこへテナントで出ている皆さん方の撤退、あるいは変更による大きな変

化も想定をされる部分がちょっとありますので、これらも含めて関係者と今年度中に抜本的

な対応策を練らなければならない。 

ここに質問事項でご指摘いただいていますように、先送りばかりしていてもいい結果は出

ないという、これはもうそのとおりでありますので抜本的な対応策をとっていかなければな

らないと、そういう今、準備段階に入っているところであります。これは当然ですけれども、

経営継続を前提として考えていることでありますので、悲観的にとらないでいただきたいわ

けでありますが、そういうことです。 

ただ、これはやはり入居者の皆さん方の動きというのが非常に大きな要素になりますので、

いかに市や、あるいは会社がいろいろの改善策を講じても、入居者の皆さんから見放されれ

ばこれはもう一発でアウトですので、この辺も含めて検討を重ねていく。そして、そうそう

先送りばかりはしていられない部分もありますので、きちんとした抜本策を検討していくと

いうことです。そこで万が一という部分があるとすれば、そういう状況だということを先ほ

ど申し上げたつもりであります。 

２ 中・高一貫教育について 

中・高一貫教育について。これは教育長に答弁させますけれども、知事発言についての部

分だけちょっと申し上げさせていただきます。知事がそういう発言をしたということを私が

あまり念頭になかったものですから、特にそのことについてのアクションは全く起こしてお

りません。 

それと、これは教育長が後で申し上げると思いますけれども、通学範囲が全県一区的な部

分でのこの中・高一貫――国際情報高校ですね、中・高一貫というのは非常に素人ながらも

難しいことではないかなという気がいたしますが、これは県がそうするということであれば、

これは県立高校でありますのでどうなるかわかりませんが。その辺は私はちょっと言及は避

けますが、知事のその発言に対してのアクションは一切、今、このことについては、起こし

ておりません。以上であります。 

○教 育 長  ２ 中・高一貫教育について 

お尋ねの中・高一貫教育について答弁を申し上げたいと思います。第１点目でございまし

たが、今後、少子化に伴って、高校の学級減が避けられないということについては、おそら

くそういう方向にいくだろうということで、私も同様に考えております。ただ、具体的に名
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前をあげられました、３つの高等学校にそれぞれ２学級くらいの併設中学校が併設できるだ

ろうか。この辺につきましては、私としては見通しは非常に困難だろうというふうに思って

おります。 

議員からもお話がありましたように、平成１４年度から県内では５つの中・高一貫校、中

等学校でありましたり、併設型の学校だったりというふうなものもあったかと思いますが、

開校しておりまして、この後、上越、佐渡で一巡するのかなというふうな情報もございます。

つまり、お話になりました新潟、長岡がこれを設置するかどうか、ちょっと今のところはっ

きりしていないというふうな話もございます。ですので、佐渡で一巡が終わるのか。あるい

はお話のように長岡、新潟までいって一巡が終わるのか。ここは定かではございませんが、

そういう状況であります。 

また、県教委、正確な公式な発言はもちろんないわけでありますが、２巡目に入るか、入

らないか。一巡で、つまり一巡したところでこの中・高一貫校の設置を、打ち切るというの

か、当分休むというのかちょっとあれですけれども。２巡目に入るのか、入らないのか、こ

れも定かではないというふうなところでございます。 

ただ、この一貫校に入った子供たちの成績がよろしいことは、これは先般行われました全

県一斉の学力テスト等を見れば、明らかであります。中・高一貫校は何と申しましても６年

間を見通したカリキュラムによりまして教育が行われておりますから、これが最大の強みだ

と思いますし、あとは入学に際しまして学力テストは行わないと言いながらも、面接、作文

等々で選抜をしております。おのずからその学校に進学して、勉強しようという子供たちが

そこに集まってくるということでありますので、こういう素晴らしい結果が出ているのもう

なずけるところであります。 

ただ、周辺校におきましては、若干やはりこれに伴って問題が出てきているというふうに

も聞いております。小学校から中学校に進学する、入学する段階で、いわゆる優秀な子供が

一貫校の中等部に雪崩落ちてしまい、その市町村のその学区の中にある中学校がなかなか難

しくなると。こういうことだそうであります。それは、この中・高一貫校の本来の問題点で

はありませんので、そういったこともあわせて検討していくという程度でございますけれど

も。 

ただ、通学できる範囲の中にこのような中・高一貫校というふうなものもあったりすると

いうことにつきましては、子供たちが自分の進路を選択する選択肢が大きく広がるわけであ

りますから、こういったチャンスというふうなものを子供たちに広く知らしめる中で、学ぶ

意欲というふうなものを高めていきたいなと、こんなふうに考えておるところでございます。 

それから、そんなことがありますので、具体的に例示されました３つの高等学校にそれぞ

れ中等部の設置というふうなことは、ちょっと難しいのかなと。ただ、県が方向を出してく

るときに、速やかに対応できるような準備は進めていく必要があるだろうと、こんなふうに

思っております。 

２点目の国際情報高校を核にした中・高一貫ということでありますが、これはかなりと言
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いますか、難しいだろうと思います。理由は２つであります。ひとつは市長も申し上げまし

たが、議員の質問の中でもありました。国際情報高校は全県一区の高校であります。そして

ご承知のように、県内では有数の進学校になっております。文部科学省が中・高一貫のガイ

ドラインみたいなものを出しているわけでありますが、その中では、いわゆる進学校にはし

ないというふうな文言がございます。 

それから、中学生が通学できる範囲。これを新潟県も決めているわけでありまして、全県

一区の高校と併設される中学校という部分については、極めて接続が難しいという部分もあ

るのではないかなと、こんなふうに思っております。 

それから、新潟県の中・高一貫校の特徴でありますけれども、中学を終わってからほかの

高校に進学するとかということを全く想定していないということであります。今、既にでき

ております５つの学校の場合には特段問題なくて進むのかも知れませんけれども、例えば国

際情報高校と中学校が併設されたといたしまして、もちろんすべての中学校から入れるわけ

にはまいらないと思いますから、例えば１学級を中学校に入れて、１学級は中学校から情報

高校へ進学する。もう１クラス分は高校で選抜試験をやって入学してもらうと。こういうふ

うなことに仮にしたといたしましても、中学校で入って、そのまま後期の国際情報高校の課

程を円満に卒業できればよろしいわけでありますが、途中でついていけない、自信がなくな

ったという方の場合は、かなり難しくなる。こんなふうに思います。 

それから、高校から入学できる割合が、例えば半分というようになりますと、ほかの中学

校から国際情報高校を目指そうという、そういう生徒との兼ね合いというふうなこともまた

問題になってくるのではないかなと、こんなふうに思います。 

そんなふうなこともありまして、進学校、エリート校というふうなものについては、この

中・高一貫には馴染まないというのが文部科学省が出しているガイドラインだというふうに

私は理解しております。 

したがいまして、この後の、例えば六日町高校、あるいは塩沢商高、あるいは八海高校と

いうふうな高校との中・高一貫併設というふうな部分については研究してまいりたいと思い

ますが、国際情報高校を核にした中・高一貫校は、研究しないとは申しませんけれども、相

当以上の困難があるのではないかなと、このように考えております。以上です。 

○関 常幸君  再質問させていただきます。 

１ ショッピングセンター「ラ・ラ」について 

１点目のショッピングセンターの件につきましては、国が株主として、中小企業整備企業

機構として関わっているわけでありますので、国の場合はいろいろ法律だとか等々の中でい

つも変わりやすいわけでありますので、ぜひここのところは市長からきちんとやはり言質を

とって、市のまちづくりには大事なんだという視点からしっかりそこのところはお願いをし

たいと思います。そこのところを質問させていただきます。それから・・・ショッピングセ

ンターについてはそこのところをお願いしたいと思います。 

２ 中・高一貫教育について 
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中・高一貫教育についてであります。だから、私は市の姿勢は、県がこうだからこうです

よ、というふうなのではまずいのではないかなということから、この問題については質問を

してみたいと思います。教育長も認めておりますように、成績は確実にあがっている。私た

ちも子供たちのために教育環境をつくってやろうと。昨日の一般質問もそうです。そうであ

れば、教育は百年の計であります。子供たちのためになぜ南魚沼市としてそういうことがで

きないのかということを１点質問させていただきます。 

それから周辺校に問題が出ているいというふうなことがありましたが、逆にそうでない高

校も私は知っております。そういうところが多いわけであります。そこに中・高に入るため

に周りの中学が頑張って、よし負けないようにやろう、というふうな効果も非常に出てきて

いるわけでありますのでそういう観点から。では南魚沼市として小学校、中学校の教育につ

いて現状でやっていったとき、確かに今年は教育関係に重点的に配備をいたしましたけれど

も、根本的な解決には私はならないのではないかというふうな意味で、具体的に提案をさせ

ていただいたわけであります。 

それから、国際情報高校については２つの視点からでありますが、市長は知事発言につい

てよくわからなくてアクションを起こさなかったというようなことでありますし、それから

８月２日の基幹病院の・・・北里で有ったときに、国際情報高校という名前をあげませんで

したけれども、経団連の代表の方がそれらしい発言もしているわけであります。そしてまた、

この９月２１に知事とのタウンミーティングがありますが、そこも知事は国際大学を視点に

絞った中で教育を重点にしているわけであります。そういうふうな試算があるのをうちの市

がなぜ積極的に関わって、市づくりに使わないかという視点を市長に問いたいと思います。 

今ここで長岡と新潟に医師医薬の医者専門のクラスができまして、これはタウンミーティ

ングの国際情報高校発言を受けて、県の職員が動いたのではないかなというように私は推察

しております。ですので、私どもがもっと早くこれをキャッチして受けたときに、国際情報

高校は難しいというのは誰でも始めてスタートするのは何でも難しいですが、そこをやはり

乗り越えてやるということが市の発展になるというふうに思っておりますので、そこのとこ

ろを市長からお願いをしたいと思います。 

それは確かに国際情報高校で全県から中学生、まだ幼い子が親元を離れているのは大変で

すが、私がイメージしたのも県も金がないわけでありますので、例えば１クラスだけ国際情

報高校に中・高をつくってゆく。そうであれば３クラスつくればいいわけでありますので、

それは体育館もグランドも設備しなくても十分できる。そこは通学範囲から入ってくる。そ

ういうふうな中でよりしたときに、ひとつの道が開けてくるのではないか。県知事が言って

いるわけであります。それを踏まえてやはり私は十分対応してみるべきではないかと。それ

によって、私、言いましたが、教育長が心配したように、ほかが下がるということは絶対に

ないです。そこに負けないように頑張っていこうというふうなものが働くわけでありますの

で、そういう中での再質問をさせていただきます。 

○市   長  再質問にお答えいたします。 
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１ ショッピングセンター「ラ・ラ」について 

ショッピングセンター「ラ・ラ」の件につきましては、１回目の答弁でも申し上げました

ように、市とか県とか、あるいは中小企業基盤整備機構ですか、こちらの方から「ラ・ラ」

の経営に待ったをかけるといいますか、いわゆる解散とかそういう方向に進めというような

ことは全く行動を起こすということはあり得ない。ここが万が一という部分が生ずるという

のは、先ほど触れました入居者、入居をしている皆さん、テナントで入っている皆さん方の

動きの中で大きな変化があるかもわからないということであります。 

ですから県も私たちも街づくり会社と言いますか「ラ・ラ」をいかにして経営改善をしな

がら継続させるかという、その方向で一致をして協力してやってきているわけですので、議

員おっしゃったような懸念はないということです。ただ懸念があるとすれば、後段の部分と。

そういうことであります。 

２ 中・高一貫教育について 

知事発言についてであります。私はこの知事発言は、実際聞いたのでしょうけれども覚え

ていないのです。そこで８月でしたか北里学園での、そのときは荒川先生もおっしゃってい

ましたし、経済界の皆さんもおっしゃっていました。これは国際情報高校に限った発言では

ありません。高校生の学力をきちんと上げなければ、なかなか医師として育っていかないと。

何も国際情報高校だけを指して言っていることではありませんで、この地域には医師を目指

す皆さんが、例えば塩沢商高やそういうところへ行くとは思いませんけれども、六日町高校

もあるわけです。そういう部分のレベルをきちんと上げていかなければならないと、そうい

うことを申し上げたわけであります。 

ですから、国際情報高校に限ってそこにターゲットを絞って、こうやろう、ああやろうと

いう話は、私は今のところは全く聞いておりませんので、県の方にもそういうことは、いわ

ゆる働きかけをしていないと。国際情報に限ってこうしてくれなどという話はしていません。 

ただ、高校生のレベルを上げるということについては、これは大賛成でありますから、ど

ういう手を打っていただけるか、あるいはまた私たちがどういう要望をしなければならない

のかということは、これからもきちんとやっていかなければならないと思っております。 

タウンミーティングの際は、国際大学に的を絞ったと言いますか、いわゆる国際人を育て

るという、そういうことについてのタウンミーティングの主要な題材であるようであります。 

知事が今、国際大学についても非常に、当然でありますけれども、理事にもなっていただ

いているわけでありますので、興味を示すという言い方は失礼でありますが相当の思い入れ

を持っていることは十分伺っております。県の職員ともその辺は密接に連絡をとりながら、

タウンミーティングの際に知事と私と湯沢町長の、また昼食時の懇談もあるわけであります

ので、この地域のそういう部分の問題点もきちんと話をして、知事からそういうことについ

てまたお考えいただきたいと思っております。 

長岡にその動きがあったということですが、それは全く私はそういうことではないと思い

ます。これは私の感覚ですね。実際そうなのかもわかりませんが、知事がタウンミーティン
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グで解消策のひとつとして国際情報高校の中・高一貫を検討したいと言ったそうであります

が、これは知事の発言であります。それを受けて、県の教育委員会が動いたという形跡もご

ざいませんし、ましてそれを飛び越えて担当職員と言いますか、一職員や課長が動いて先陣

を切っているなどということは、私には考えられませんし、そういうことではないと思って

います。関議員のまた情報源が私たちより豊富な部分もありますので、そうだとすれば、そ

れはまたそれなりということでありますが。それについては、私はそういう認識はもってお

りません。以上であります。 

○教 育 長  ２ 中・高一貫教育について 

再質問にお答え申し上げます。ご指摘にありましたように、中・高一貫校は極めて学力テ

ストを見る限り素晴らしい成績をあげている。ご指摘のとおりでありますし、それからその

一貫校に負けないように各中学校がそれぞれ特色を発揮して頑張っている。そういったこと

だろうと思います。 

子供たちの幸せのために学力を上げるために、私どもは努力するのだと。こういうふうに

議員おっしゃいますし、全く同感でございます。ただ、私ども教育委員会が考えております

ときの学力という部分につきましては、いろいろ言われておりますが、今、かつてもそうだ

ったのでしょう、いわゆる学力の２極分化が非常に進んでいるのだということが言われてお

ります。上の方の――こういう言い方は失礼でありますが――上の方の皆さんにはきちんと

意欲をもたせてやれば、国際情報高校という目標があるわけであります。私どもが今、一番

心配しておりますのは、なかなかそういうふうになっていかない、２極分化の下の方にある

子供たちでありますが、この子供たちにこれから世の中を一人で切り開いていける、そうい

う力を付けさせたい。これもまた大きな願いであります。 

中・高一貫校で優秀な成績で頑張っていただく。これもそれはそれで素晴らしいことであ

りますし、またそういう子供たちがこれまで以上に力が発揮できるように、選択肢が広がる

ように、機会が増えるように、そういうふうに努力してまいることも、もちろんであります。

が、もうひとつやはり私どもとしましては、今申し上げたような部分についてこそ努力しな

ければならない。こんなふうに思っているところであります。 

何もしないで指をくわえているというつもりではございません。県の動向、あるいは、こ

れもそれが悪いとおっしゃるかもしれません。こちらから構想を持って働きかけろというお

話だと思いますが、今現在なかなかそこまで明言できませんけれども、準備については怠り

なくやってまいりたいと、このように考えております。 

○関 常幸君  ２ 中・高一貫教育について 

２点目の教育問題についてであります。要望をして終わりにしたいと思いますが。昨日も

発言にありましたように、子供は地域の宝です。ぜひ、学区再編も考えて長期ビジョンを立

てた中での中・高一貫。場合によれば日本では小・中一貫も出ているように聞いております。

すべて基本は子供たちであるわけでありますので、そこのところを要望して終わりにいたし

ます。 



 - 45 -

○議   長  質問順位２２番、議席番号３番、宮田俊之君。 

○宮田俊之君  このたびの通告にしたがう質問の前に一言、市長にお願いを申し上げたい

と思います。今月で５年を迎えました米国航空機のテロに対する危険、危機感を感じ、隣国

である北朝鮮人民共和国の核武装の可能性がささやかれているなか、距離的にも近く、原子

力発電所を有している新潟県が、この軍事的脅威にさらされているかと思いますと、南魚沼

市長として毅然とした対応を、国・県に対して積極的な発言を行っていただきたいと思って

おります。 

経済活動、市民活動の活性化施策について 

では、通告にしたがいまして壇上からの質問をさせていただきます。テーマは経済活動、

市民活動の活性化施策についてであります。第１に、国、県、財団法人等の補助、委託事業

公募情報の周知徹底方法について伺います。国、県も財政状況が厳しいとはいえ、それなり

に産業育成また市民活動に対する補助または委託事業があり、対象事業の募集を行っており

ます。地域コミュニティ活動に対しても大変有利な助成事業があると聞いております。 

南魚沼市の財政が逼迫しており、自由な事業が行いにくくなっている中で、民間資本や民

間アイディアが国や県の補助金と結びつき、事業の採択を受けて市内に様々な活性化が図れ

るようにすることが、現在、市の予算縮小で縮んでいる市内の民間活力を停滞させない最善

の方法だと、私は考えます。市は積極的に情報公開、また事業採択に向けたアドバイス等を

行うべきと考えます。そのために、現在、補助事業等の照会があった場合、どのようにして

周知を図っているのかについてお伺いいたします。 

これらの事業の中には、補助事業の対象経費に対して事業主体の負担のほかにも、市の財

政措置が必要なものもあり、簡単に周知ができない事情は私なりには理解しているつもりで

す。ですが、民間のアイディアを聞くこと自体のチャンスを失うような対応をするべきでは

ないと考えます。 

このように私は様々な可能性のある補助事業だと思っておりますが、こういった情報の周

知方法は、私が聞いたところでは担当の課から関連組合、また団体に周知を依頼していると

いうふうに聞いております。私はそれだけでは末端の中小企業、組合員、活動団体には十分

に伝わらないのではないかと思っております。改善方法のひとつとして、すべての補助事業

の照会文書、また募集要項をインターネットへのＰＤＦファイル等を活用して掲載を行うこ

と。また国が行っております、事前に登録している希望者に照会先のホームページアドレス

等をメール配信を行う等をして、広く周知徹底をしていただきたいと思いますので、市長の

所見を伺います。 

また庁内の課題としては、所管外の情報には触れないということではなく、全課で情報を

共有して日ごろの業務の中で、関連があれば積極的に情報を提供することを心がけてはどう

かと、私は考えますのであわせて質問いたします。 

２点目の質問に移ります。県が市町村に権限移譲を可能としております、ＮＰＯ（特定非

営利活動団体）の認証業務の受入れについてお伺いいたします。現在、県が認証を行ってい
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るＮＰＯの認証業務、または設立の支援について南魚沼市として受け入れる考えはないかと

いうことです。 

県も泉田知事が就任以来、可能な行政事務に関しては市町村に権限移譲するという方針が

示されています。その中には、例えばパスポート発行業務については、魚沼市をはじめとし

て、多数の市や町が手をあげて権限移譲を受けております。当時の判断はおそらく市内にあ

る振興局でパスポート発行ができるのであれば、わざわざ市としては行うことはないという

判断かと思いますが、これは大変賢明な判断だなと私は評価いたします。 

ただ、このＮＰＯの設立認証事務に関しましては、市長は常々民間活力を行政に生かした

いと方針を示しているなか重要な問題だと私は考えます。ただ現在、県は市町村の要望をと

りまとめている最中だということになっておりますので、将来的な議論で結構ですのでこの

点についてお伺いいたします。 

このＮＰＯの設立については、障害者支援団体、福祉サービス関連事業、市民環境保全活

動、指定管理者制度の受け皿等に大変有効な組織化方法だと私は考えます。なぜこの認証事

務設立の支援が県庁ではなく、市が行った方が利点が大きいかと言いますと、まず第１に単

純に地理的な不便さがあります。この認証に対しては県はなるべく実際に面接を行ったうえ

で、相談を聞いたうえで設立申請の受理を行っているというのが現状です。 

ひとつの例として私が春に関わった事例として、市内の通所作業所「友の家」がＮＰＯと

して法人化を目指すといったことをお手伝いさせていただきましたが、準備する書類の多さ、

また予算書の作成の複雑さ等で大変なご苦労をされておりました。これは身近に気軽に足を

運んで相談するところがないことが原因だと私は思います。 

第２に重要なことは、実際の認証事務だけではなくこの設立の相談を受けた際に、市内に

同様な活動をしている団体や人物があることを知らせること。また、目的の近い団体を引き

合わせるといったコーディネートの業務ができることに意義があると考えております。この

業務を市が行えば、ＮＰＯの収支決算についても市が目を通すことになり、実際の活動内容

の把握もできるため、今後、指定管理者制度の選定作業、または障害をもっている方から自

立への相談を受けた場合等に即座に紹介できるといった様々な利点があると私は考えます。 

市は財政健全化のなか職員数の抑制を図っており、新たな業務はできないと考えるかもし

れませんが、市長は今会議中にも再三、地域の力でいろいろな事業を主体的に取り組んでい

ってもらいたいと発言しております。どういった事業でも大なり小なり経費がかかるわけで、  

法人化を図り、経理の透明性を確保している団体を増やすことが将来的に小さな行政組織を

可能にする重要な方法だと私は考えます。 

昨日も合併効果の話が出ており、私は特例債議論が先に出ていた塩沢の編入には疑問をも

っておりましたが、もし、現在の職員の業務が重なっており急な人員削減ができないわけで

すので、職員の有効活用を考え将来的に大切と思われる業務を増やし市民の利便性を高める

ことが、市民が簡単に実感できる合併効果だと私は考えます。 

この問題はすぐに取りかかれる、法人化に対する設立の支援と、国の方針決定を待つ認証
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業務と２つに分かれておりますので、私はすぐに取りかかれる部分について議論を深めたい

と思っておりますので、答弁のほど、よろしくお願いいたします。以上、大きく２つに分け

て市長の考え方を伺います。以上、壇上からの質問を終わります。 

○市   長  宮田議員の質問にお答えいたします。最初の北朝鮮の脅威の問題でありま

す。これは一南魚沼市のみならず、県下の市長会でこの種の決議、あるいは北信越市長会へ

の提案等を行っております。それ以上のことについて、私が個人的にと言いますか南魚沼市

だけで行動するということは、別にやらなくてもいい部分ではないかなと思っております。

この中には当然でありますが、横田めぐみさんをはじめとする拉致被害者の早期救出、ある

いは先般、北朝鮮が行いましたミサイル問題、核武装化。これらについてすべて触れてあり

まして、全国の市長会でも当然採択をされる見込みだというふうに思っております。 

経済活動、市民活動の活性化施策について 

さて、ご質問にお答えいたします。補助制度、委託事業公募情報の周知徹底とあります。

まず商工観光課に関係するものについての周知方法、ここが一番多いと思いますが。これで

は、補助機関・委託業務機関から直接企業等に周知しているもの以外で市に配布依頼があっ

た場合は、市内の工業団地、誘致企業等を中心に周知をしている。商工会や各種組合を通じ

て会員に周知をしている。そして広報・ホームページ、これらで周知しているということで

あります。 

議員おっしゃったように、団体を通じてと。例えば商工会、あるいは各種組合、ここに周

知を依頼してという部分は確かにやっているわけでありますが、それはやはり、それ以上に

市がそこの領域を踏み超えてすべてという部分にはあたらない部分もあります。また、やら

なければならない部分もありますので、これはケースバイケースで、ひとつご理解いただき

たいと思います。 

今後はインターネットの接続環境、この進展を十分考えながら補助制度や委託事業公募、

これらの各課の情報をやはり一元化しなければならない。そしておっしゃっていただいたよ

うに、ホームページにＰＤＦファイルで掲載をしていく。そして登録企業に対してメール配

信。これらを実施するように今度は企画情報課――こういう部分は企画情報課が主管になり

ますので――これと連携をして、きちんと検討し実施していくということでありますので、

またそれぞれご指導お願いしたいと思っております。 

事務権限移譲の件であります。県は平成１７年の５月から１８年の２月にかけて、市町村

権限移譲検討委員会を設置いたしまして、県から市町村の事務・権限の移譲計画をとりまと

めまして、今年４月に私どものところに示されたわけであります。提案された移譲項目は２

２１項目、１５パッケージ。本計画によりますと移譲は平成２１年度までというふうにされ

ております。 

その後、県の受入調査意向がきましたので、５月下旬に計画の内容と受入れの是非につい

て、担当者を集めて説明会を開催いたしました。各担当課の意向を受けて６月１２日に県に

１回、回答をしたところでありまして、この中ではご指摘のＮＰＯの認証、設立支援の移譲
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については、その時点では受入希望の回答をしておりません。 

市では、当然でありますけれども市民サービスにつながるものは基本的に受け入れること

を前提に検討しておりますけれども、この時点では、県の方も非常にまだ曖昧な部分があり

まして、事業の内容、あるいは財源処置、これらが示しておりませんでしたので、判断がつ

かないものは今のところは受入れの意向をしておらないわけであります。ただし、受入れし

ないということではなくて、意向を示していないということであります。 

他の市町村もやはり相当悩んでおりまして――悩んでいるというか回答のしようがないと

いいますか、そういう部分がちょっとあるわけでありまして――保留している、こういう市

町村も相当数にのぼります。県ではまた説明会の中で、市町村から、早めに業務内容それら

を示して欲しい、という意見が多かったために、９月を皮切りに順次詳細な説明会が開催さ

れる予定になっております。 

ＮＰＯの認証事務の受入れについては、今後県から示されますマニュアル、あるいは財源

措置等を踏まえて積極的に受け入れる方向で検討していくということであります。 

事務・権限の移譲につきましては、確かに市民の皆さんの利便性が一番であろうと思いま

すけれども、やはり財政的な部分もありまして現行の人員で処理できれば非常に大きなメリ

ットもあるわけであります。けれども、例えばその事務を受け入れたがゆえに専門的な知識

を有する人を採用しなければならないとか、あるいは養成しなければならないとか、人員増

をしなければならないとかとこういう問題が生じますと、これはやはり天秤にかけなければ

ならないわけであります。そうはやっても、市民の皆さんのために、これはやらなければな

らないということであれば、やらなければならないということでありますけれども。そうい

う要素がありますので、１９年度以降も順次受入意向調査がありますので、これにあわせて

各担当課で検討する。基本的には市民の皆さんの利便性ということであります。 

パスポートの件については、文句を言われるのかと思ったら褒めてもらってありがとうご

ざいました。私どものところはそういうことでありましたので、全くその意向はないという

ことです。ほかのところは長岡、上越すらまだなかったわけですね。そういう皆さん方は早

急に受け入れようということでありました。そんなことで、一歩進んだ対応を前から県でし

ていただいておりましたので、それについては感謝を申し上げているところであります。以

上であります。 

○宮田俊之君  経済活動、市民活動の活性化施策について 

再質問させていただきます。最初の情報の周知徹底の方ですけれども、聞いておりますと

もうすぐに取り組んでいただけるというふうに受け止めましたが、よろしかったでしょうか。

実際、日々、公募の締め切りがいろいろありますので、早急にやっていただけるのであれば

やっていただきたい。ぜひ、時期についても明言していただきたいというふうに思います。 

後段のＮＰＯの業務についてなのですけれども、現在、その意向は出していないというこ

とでした。市長おっしゃるには財政面だとかいろいろ天秤にかけなければならないという話

なのですが、県は実際、これ１人で、私が知る限り１人で担当しております。県内ですね。
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県全域のことを１人でやっておるわけですから、私は市の職員の方が多少研修を受ければで

きるのではないかなというふう思いますので、すぐにできることから取り組んでいただける

というふうに思います。ただ、これについては認証業務だけですので、書類に目を通すだけ

と、文字の不備がないか見ているだけということになりますので。その点については、また

順次検討していただけるということですので、１９年度以降お願いしたいと思います。 

もうひとつ、設立支援の方でございます。もう実際設立しているところは問題ないかと思

うのですが、この設立支援に関しては市長おっしゃるとおり専門的な知識であったり、経験

を有することかとは思います。ただ、これからこの業務を市が受け入れた場合に、ただペー

パーを受け取って、はい、認証しましたというのでは、実際の活動に結びつかないわけであ

ります。前回の議会でしょうか、中沢一博議員の質問に対しても、ボランティアセンターに

ついて言及されておられるという中で、ではこのボランティアセンターが何をして市民の利

便性を高めるのかという部分につきましても、今一度その理念についてお伺いしたいと思い

ます。 

できましたら設立支援に関しては、こういったボランティアセンターが担当して、一元的

にボランティア業務に関するようなことは管理していくということが望ましいかと思います。

認証業務の受入れをもしやっていただけるのであれば、その前にこういった設立支援の方、

順々に職員が慣れていくということも含めて、取り組んでいただきたいというふうに私は思

いますので、その２点についてお伺いいたします。 

○市   長  経済活動、市民活動の活性化施策について 

再質問にお答えいたします。１番目の関係の方でありますが、これは今日明日にすぐでき

るということにはなり得ません。先ほど申し上げましたとおり登録企業とか、そういう部分

の整理から始まって、今度はホームページにＰＤＦの準備といいますか、こういう部分にす

るための作業というのが非常に多くありますので、今、明言はできませんが、極力早くやる

と。極力早くやるということでご理解いただきたいと思います。 

ＮＰＯの認証事務。これは先ほど触れました、ここでまた９月に個々具体的に説明があり

ますので、当然ですが受け入れる方向で今検討しているわけであります。受け入れて、そし

て支援ということであります。今も例えば子育て支援の中での学童保育は協議会ということ

であります。これはできれば来年度あたりにはＮＰＯ法人としてやっていただきたいという

ことで、その指導も含めて市も一緒になってやっているわけでありますので、そういうこと

はきちんとやっていきます。 

ただ、ボランティアセンターという部分の中で、そういうことをすべて支援ができている

かというと、ちょっと私がそこの概念がまだよく理解できておりませんので、これからちょ

っと勉強させていただきます。いずれにいたしましても、ただ単に認証事務だけを取り扱っ

てそれで終わりということにはならないわけであります。極力、できる範囲でのその設立支

援、そしてその後の運営に対してのまた助言、これらも含めてやっていかなければならない

ものだというふうに理解をしております。 
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○宮田俊之君  経済活動、市民活動の活性化施策について 

ありがとうございます。最初に極力早くというお話をいただきまして大変ありがたいので

すけれども、この際にせっかくですからいま１点、お願いと言いますか質問をさせていただ

きます。これは実際情報を掲示するのは、非常に技術的にもそんなに面倒なことではないと

いうふうに思います。ここで重要なのは、市内の各企業なり団体の活動が、県からきている

補助事業に対して、こういったモデルであれば採択しやすいのではないかとか、そういうア

ドバイスをぜひとも載せていただきたいのです。うちの市内では、こういった背景があるか

ら、こういったことを取り組めばいいのではないかというようなことで、実際皆さんが持っ

ている、業者の皆さんではそれぞれ、判断といいますかがあるかと思います。自分の市にあ

ったやり方といいますか、アドバイスをぜひ一緒に掲載していただけますと、各企業なり、

団体も、だったらやってみようかというような話にもなるかと思います。逆に難しいことで

も結構です。これは絶対だめだと思うということでも結構ですので、そういったものをぜひ

とも一緒に載せていただければより有効に使っていただけると思います。 

ＮＰＯの認証業務とボランティアセンターのことにつきましては、私はボランティアセン

ターというものの概念と市長の概念がちょっと違うということかと思いますので、通達にも

この点はございませんので、最初の１点の部分だけ再々質問させていただきます。 

○市   長  経済活動、市民活動の活性化施策について 

おっしゃったように、極力、使い勝手のいいようなそういう情報を提供しなければならな

いわけでありますので、そういう趣旨に沿って担当課できちんと検討して行っていきたいと

思っております。よろしくお願いいたします。 

○議   長  以上で一般質問を終了いたします。 

○議   長  日程第２、第１８６号議案 南魚沼市教職員住宅条例の一部改正について

を議題といたします。本案について提案理由の説明を求めます。 

○学校教育課長  （説明を行う。） 

○議   長  質疑を行います。 

○和田英夫君  このことは予算議会でもちょっと議論をしまして、当時、市長もとてもあ

んなところは住めるところではないということで答弁があったわけでありますけれども。私

もその後、資料をいただきまして、見てまいりました。その当時は雪で痛んだということも

ひとつの理由だというふうに答弁されたわけですが、行って見たらなるほど「あんなところ」

でありました。建物です。場所はそんなに悪いところではありません。そこで市長なり、教

育長――これは教育委員会の財産ですから、いわゆる善良な管理義務、善良な管理責任。や

はり住宅は人間が住まなければ痛むのは、これは世の常でありますからあれですが。いずれ

にしましても、あそこまで管理されておられたという状況。これは私は、まあまあ今は市営

ですから、市営の財産をああいういう状態で管理をしていないのですね、していない。この

辺の認識をまず伺いたいと思うわけであります。まあ時間ですから。 

そこで私が見た限りでは、今ほどの学校教育課長は、五日町は確かに使えば使える。それ
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から一番上の方の原というところですか、原。あそこも、まあまあ他の長森と宮よりは大変

程度がいい。そういう面で、昨日の質疑でもありましたが、今現在、市営住宅に入られてい

て家賃をなかなか大変だという方々、さりとてなかなか出ていってくれということは言えな

いとの市長の答弁。それはそのとおりですが、例えば方法として、あて先がないのに追い出

すわけにはいかないわけですけれども、まあまあここなら住めるが、ただというわけにはい

かないが１,０００円くらいの家賃で、お前さんどうだと。例えばの方法ですよ。そうすれば

市営住宅に入られた、また、家賃収入になるわけですから、１つの活用としてそういうこと

も私は。先ほど学校教育課長は、公募なりひとつ皆さんにお知らせしてということですが、

方法としては、２棟は化け物屋敷でこれはもうどうしようもないが、２棟は使えると思うの

ですが、考え方。まずその前に管理義務ですね、管理責任。この辺はどういうふうに市長、

あるいは教育長は認識されているのか。 

○教 育 長  今、話題にあがりました、宮と長森の住宅につきましては、旧六日町時代

から管理ができないようになったら取り壊したらどうだと、こういうふうなことで考えてお

ったわけでありました。が、結果として、合併直後教育長に選任していただきましたら、こ

の住宅がそっくり残っておったというのが実態でありました。しかし、そうは申し上げまし

ても、旧六日町の時代から引き継いできた部分でありまして、現在、教育長であります私と

いたしましては、ほとんどといいますか管理がされてこなかったということに関しましては、

お詫びを申し上げるしかないと、このように考えております。 

（「市長としてのご認識を」の声あり） 

○市   長  管理責任的な部分につきましては、今、教育長が申し上げたとおりであり

ます。今後のその方法。今、議員おっしゃったように、退去していただかなければならない

人のためにもということもありますが、それは別にいたしまして、そういうご要望もありま

すし、一度公募をしまして。まずないと思われますが、あれば儲けものという気持ちで公募

をさせていただいて、本当はやはり住んでいただきたいわけでありますが、そういう方法を

とっていこうと思っております。 

おっしゃったように、今、本来であれば退去していただかなければならない人のために、

１,０００円でもいいからそこに入らないかということは、これはお金の問題で退去しないと

いうことではありませんので非常に難しいだろうと。ただ、そういう状態の方がいらっしゃ

れば――都市計画課の方で調査してみますけれども、いらっしゃればそういう誘いはしてみ

るのもやはり妥当だと思いますので、調査をしてみます。 

○和田英夫君  そういうことで、ぜひ取り組んでいただきたいわけです。そうすると、当

初予算では、これは学校のいわゆる教員住宅予算として３００万円ほどの解体がのっている

わけです。これももちろん、今度はここから教育財産からということになると、これは一般

会計の方に移るわけです。その辺は、では市長でも結構ですが、まあまあ使える住宅は使う

方向で取り組むということはそれで結構ですが、そちこちしているうちにまた雪が降ってく

るわけですから、ちょっと急ぐなり早急に対応すべきだと思います。今度は解体費用のお金
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の関係は、それはどういうふうになるのですか。 

○財政課長  当初予算では３００万円で３棟の解体ということで計上して、皆さん方から

の決定をお願いしていたところでございます。急きょ、五日町の部分につきましては、まだ

使えるというか、使えないか使えるかもわかりませんが。一応、今月１５日号で・・・(｢御

殿のようには使えないがまだ使えるんですよ｣の声あり)いや、それがなかなか。 

原でございますが、ここのところの進入路が借地でございまして、その地主さんからは、

教員住宅で貸したのだから、教員住宅でなくなればだめだとかいろいろなことがございまし

て、さらに駐車場がないわけです。いろいろのそういう悪条件がございまして、もうとても

住めないと。それから五日町の方につきましても状況からして、住めば住めるのですが、こ

こも冬になると、雪のやり場がないとかそれから駐車場がないとか、いろいろの条件であり

ます。まだまだ使えば使えるということですので、ここで一旦、公募だけさせてもらうと。 

その上状況を見て、取り壊すか壊さないか判断をさせていただこうと、こういうことでご

ざいます。それで１５日号に載りますので、申しわけありませんが急きょ、今日、廃止条例

の方をお願いしたいという状況でございますので、よろしくお願いいたします。 

○阿部久夫君  住宅の問題でありまして、今回、一般質問でも私は住宅問題を少しさせて

いただきました。ご存知のように非常にまだまだ住宅、市営住宅に入りたいという若い希望

者の方が多くおられます。そうしたなか、せっかく市でもそういった土地を持って、取り壊

すような住宅があると。今まで住んでいた方にあれだけれども、やはりこれは時代がくれば

古いものは取り壊わさなければ住むとしても仕方ありません。今後、やはりまだまだそうい

った住宅を望んでいる中で、取り壊した後の使い道といっては何ですが、そういったことに

対してはどのようにお考えなのか。ひとつ市長、お願いいたします。 

○市   長  今、お願いをしております議案に限っての位置。これにつきましては、例

えば取り壊した後に新たにここに建設するということにはいたりませんので、周辺の皆さん

がこの土地を必要とすればやはり売却をするという方向で検討していくのが、一番賢明かと

思います。 

今後のことについてはまだ位置等の問題もありまして具体的なことはわかりませんので。

元の教員住宅とか、校長住宅とかという部分を一般財産の方に移して、そして取り壊しをし

て、その跡地をどうするかという部分については、大体、隣接地の皆さんの希望に沿ってい

くのが一番いいかたちではないかと。あまり大きい土地ではありませんので。ただ、建設当

時に借りていたのは返さなければならないわけですが、買収させていただいた、それはまた

旧地主のご意向も伺いながら、そういうふうに処分をしていきたいという考えであります。 

○阿部久夫君  今の市長の答弁はわかりました。先ほどと同じことを言いますけれども、

やはり住宅を希望し望んでいる方が相当おります。せっかく売るにしても、できたらこの土

地の中でまた家を建てて、そして子育てしたいという方も確かいると思います。そういった

方を優先して売っていただければというふうに私は思います。そういったことに対して、市

長はただただ売ればいいというのではなくて、ぜひそういった若い人達のためにそういった
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ところは提供していただきたいと、そのようにお願いします。市長、お願いいたします。 

○市   長  今ほど触れましたように、市の方で譲っていただいた経過、そして隣接の

所有者の皆さん、これらのご意向もありますし、曰く因縁、故事来歴というのもついて回っ

ているわけであります。それらが全てフリーハンドで市が好きなようにしていいよという部

分であれば、またそして若い皆さんがその土地を求めたいとか。これはやはり公募しなけれ

ばなりませんのでどういう状況になるかわかりませんけれども、そういう方法はまた十分考

えさせていただきたいと思っております。 

○議   長  質疑を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって質疑を終わります。 

○議   長  討論を行います。 

(「なし」の声あり) 

討論を終わることにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって討論を終わります。 

○議   長  採決いたします。第１８６号議案 南魚沼市教職員住宅条例の一部改正に

ついては、原案のとおり決定することにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって第１８６号議案は原案のとおり決定されました。 

○議   長  以上で本日の日程は全部終了いたしました。本日はこれで散会いたします。 

次の本会議は明日、９月１４日午前９時３０分、当議事場で開きます。大変ご苦労さまで

した。 

（午後２時３８分） 

 

 

 


